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３.７ システム構築方法論区分 

３.７.１ 合意形成 

（１）研究開発領域名 

合意形成 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

実社会に関する課題について人々が有する多様な見解や選好を、相互理解を図りなが

ら共通の理解や解決策に繋げようとする実践的かつ系統的な取り組み、及びそのプロセ

スに関する理論および手法論を対象とする領域。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 交渉分析 

「交渉」をもっとも一般的に定義すると、「複数の利害関係者が資源の配分を巡って

コミュニケーションを行い、最終的にある結論に達するまでの過程」ということができ

る。ある財の取引を巡って、売り手と買い手の間で価格を巡って取り交わされるコミュ

ニケーションは、交渉の典型例である。公共政策を巡っても、国同士、国と地方自治体、

地方自治体同士、政府と企業などの間で、交渉が必要となることは多い。交渉分析の主

目的は、「交渉に勝つため」「交渉で有利になるため」ではない。むしろ、相手主体と

合意し、いかに共存共栄関係を築くことができるかを考察するために、交渉分析は行わ

れる。 

利害関係者が、交渉を通じて利益を得ることができる、すなわち Win-Win solution

が得られると予期しているとき、交渉は始まる。交渉の中で、Win-Win solution に達す

ることができないと利害関係者が判断した場合は、交渉は終了する。 

ゲーム理論においては、その最初期の段階から交渉のモデル化が試みられている。ゲ

ーム理論は、複数のプレイヤーが相互作用を伴いながら（相手の出方をうかがいながら）

戦略的に行動する状況をモデル化するための理論であり、経済学においても、政府が規

制を導入した場合の企業の反応の予測など、広く応用されている。ゲーム理論には、プ

レイヤー間の協力関係を前提とする協力ゲーム理論と、協力を前提としない非協力ゲー

ム理論が存在する。交渉そのものにおいては、決裂の可能性も存在するため、非協力ゲ

ームによる分析がより適している。ナッシュ均衡（Nash equilibrium）とは、非協力ゲ

ームにおいて、「どのプレイヤーにも、現状を敢えて変更する動機がない」状態を意味

する。Nash は、2 人のプレイヤーが資源の取り分を巡って提案を交わす交渉を非協力ゲ

ームとした場合、ナッシュ均衡となる資源配分が存在することを示し、これがナッシュ

交渉解（Nash bargaining solution）1)と呼ばれている。さらに、非協力ゲームによって

協力行動を説明するというナッシュプログラムを提唱している 2)。 

事前の交渉により合意に達し、複数プレイヤーによる提携行動が可能となった状況を

記述するのが協力ゲーム理論である。協力ゲームでは、提携（coalition）に所属するプ

レイヤー間で拘束的な合意が成立し得ることと、協力によって非協力的なケースよりも

全体の利益が増大することを前提としている。そのため協力ゲーム理論では協力によっ
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て得られた利益をプレイヤー間でいかに配分（imputation）するかが主要な問題となる。

協力ゲームの配分解に関しては、シャプレイ値（Shapley value）3)を始め、数多くの解

が導出されている。協力ゲーム理論の実問題への適用研究としては Young ら 4)があり、

その後国内外で水資源開発事業等への適用事例が蓄積されている。 

また、非協力的な状態から協力的な状態に至る要因を明らかにしたいという動機から、

提携が形成される過程をモデル化するものとして提携形成ゲームがある。提携形成ゲー

ムには、提携構造を分割、すなわち複数の部分集合として記述するものと、ネットワー

ク、すなわち 2 名のプレイヤー間の協力関係の累積として記述するものがある。前者の

代表例としては Shenoy5)があり、後者の代表例として Myerson6)がある。 

一方、非協力ゲーム理論から導かれる理論解に対する疑義も提起されている。実験ゲ

ーム理論（行動ゲーム理論）においては、実験室環境での実際の人間の行動に関する結

果が蓄積されている。代表例として、ある金額の現金（例えば 1000 円）を 2 名で分け

合う交渉に関する実験（最後通牒ゲーム）を取り上げる。2 名のうち一方が配分額を提

案し、もう一方はその提案を受諾するか、拒否するかを選択することができる。非協力

ゲーム理論からは、後者は自分への配分額が正であれば、不公平な配分であっても（例

えば自らが 1000 円中 50 円しか得られない配分であっても）受諾するはずである。しか

し実験においては、あまりにも不公平な配分を提示された後者は提案を拒否することが

多い。さらには、前者の被験者の多くはそもそもそのような不公平な提案をすることは

少なく、双方が 5 割前後を得られるような提案を行うことが多い 7)。 

実験ゲームにおける多くの知見は、個人合理性の仮定に基づいた非協力ゲームによる

交渉分析の枠組みに、何らかの修正が必要なことを示唆している。利他性（Altruism）、

互酬性（Reciprocity）等の寄与が指摘される他、合意形成の観点から注目すべき要素と

して文脈（Context）がある。 

Shelling8)は 1960 年の段階において既に、協調行動において双方の期待の焦点（フォ

ーカルポイント）が重要な役割を果たすことを指摘している。また Liberman ら 9)は、

実験ゲームにおいて、「ゲームの名称」が被験者の行動に大きな影響を及ぼすことを示

している。これらの研究は、既存のゲーム理論において考慮されていなかった、交渉に

至るまでの経緯、経験の基づいた当事者の問題に対する認識構造等の文脈が、交渉結果

に影響することを示唆している。 

また、より実務的要請にこたえるための研究として、わが国の都市地域計画、防災計

画等においては、ワークショップ形式等による市民参加、住民参加が導入されており、

ファシリテーション（Facilitation）の重要性が認識されている。ファシリテーションは

一般に、複数の関係者が討議する場で、円滑なコミュニケーションを促進するための活

動を指す。一般の市民は、討議の場で理路整然と意見を述べることができる人々のみで

はない。そのため、市民参加の場においては、時に議論が発散してしまうこともある。

ファシリテーター（ファシリテーションを実施する人）は、そのような発言を主旨に沿

って言い換えたり、他の人の意見と結合させたり、発展させるなどして、有益な議論の

実現を目指す。ただし実際のファシリテーションには経験的要素も多く、現状において

は暗黙知に依存する部分も大きい。 

さらに、調停（Mediation）、仲裁（Arbitration）手法も導入されてきている。調停、
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仲裁は共に第三者の関与を通じた紛争解決のための手法である。調停が第三者による解

決案の提示に留まり、解決案を受け入れるか否かは当事者にゆだねられているのに対し

て、仲裁においては、当事者は第三者によって示された判断に従わなければならない。  

(3-2) コンフリクト・マネジメント 

ナッシュ均衡を始めとする、非協力ゲーム理論の分析枠組みを、実際のコンフリクト

分析に適用することを志向したものとして、Howard が提案したメタゲーム分析があ

る 10)。メタゲーム分析は、①プレイヤーの戦略を各プレイヤーの有する「オプション」

の組み合わせとして表現すること、②オプション間の相互依存性（同時に生起し得ない

オプション群の存在など）を考慮可能であること、③現状（Status Quo）概念が導入さ

れていること、④プレイヤーによる一方的改善（unilateral improvement）に対する制

裁（sanction）の可能性が考慮されていること等、数理的な非協力ゲーム理論には存在

しない概念が導入されてきている。 

メタゲーム分析をもとに、Fraser らはコンフリクト解析手法を提案している 11)。さら

にコンフリクト解析手法を発展させたものとして、コンフリクト解決のためのグラフモ

デル（Graph Model for Conflict Resolution, GMCR）がある 12)。戦略（あるいはオプ

ション）の組み合わせとして事象（state）あるいは結果（outcome）を記述するという

非協力ゲーム理論の伝統的枠組みとは異なり、GMCR の特徴として、まず事象を同定し

た上でモデル構築を行う点がある。このような柔軟なモデル構造の導入により、現実の

複雑なコンフリクトに対して、過度の単純化を行うことなしに、非協力ゲーム理論に基

づいた分析を適用することが可能になったといえる。 

非協力ゲーム理論における協力行動と非協力行動の間のジレンマの代表例は「囚人の

ジレンマ」である。囚人のジレンマ状況においては、2 人のプレイヤーはそれぞれ、「協

力的な行動」と「非協力的な行動」という 2 つの選択肢を有している。2 人のプレイヤ

ーが構成する社会の視点からみれば、2 人とも「協力的行動」を選択するのが最も望ま

しい帰結と言える。しかし、一方のプレイヤーの視点に立つと、相手プレイヤーが「協

力的行動」を取っているとき、自分が「非協力的行動」を取れば、相手の協調にただ乗

りして利益を得ることができる。どちらのプレイヤーもそのように考えたとすれば、結

局 2 人とも「非協力的な行動」を選択する結果となり、社会的にも望ましくない。 

非協力ゲーム理論の立場からの囚人のジレンマの解決策として、囚人のジレンマ構造

を有するゲームの繰り返し（フォーク定理）がある。Axelrod13)は繰り返し囚人のジレン

マゲームのシミュレーションにおいて、制裁の可能性を考慮に入れつつ、協調的行動を

基本とする行動戦略が有効であることを示している。さらに、実験ゲームにおいては、

実際の人間は必ずしもジレンマに陥らず、協調が可能であることが示されている。コン

フリクト・マネジメントという立場からは、いかなる条件、場面設定のもとで、人々の

協調行動が可能となるのかを明らかにすることが今後重要となるといえる。 

一方、ジレンマの当事者が多数となる社会的ジレンマの状況においては、人々の協力

関係の形成はより困難となることが多い。社会的ジレンマにおいては、プレイヤーが「協

力的な行動」と「非協力的な行動」という 2 つの選択肢を有している点は囚人のジレン

マと同じであるが、プレイヤーが多数存在する。その場合、1 人が「非協力的行動」を

とることの影響が見えづらいため、ただ乗りしようという誘因は囚人のジレンマよりも
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大きくなると考えられる。社会的ジレンマ構造が生起しやすい問題としては、交通問題

（社会全体から見て適切な交通手段選択への誘導、放置自転車問題など）、環境問題（地

球温暖化対策への協力、ゴミ分別の徹底など）などがある 14)。我が国においては、実験

社会心理学において、社会的ジレンマ研究が進展している 15)。また、交通問題を中心に、

社会的ジレンマ解決のための工学的実践事例も多く蓄積されている 16)。 

(3-3) 合意形成論・熟議型計画 

実社会における課題が益々多様化していく中で、「いかなる状態を以て解決とするの

か」、「どうすれば解決に至れるのか」、「そもそも何が社会として問題にされる（べ

きである）のか」、といった問に対する回答自体が多様化してきた。19 世紀後半から

20 世紀前半にかけて主流であった実証主義的アプローチによる計画理論の多くは、技術

的・専門的知見を有するプランナーが合理的、長期的視点から目的とする社会状態に向

かって最適な施策を実行することを志向するものであった。しかしながら、1950 年代に

は複雑な社会問題を、科学的に定式化されたモデルの精緻化によってのみ解決しようと

する手法論に限界が指摘され、社会問題の複雑性、多元性に対処しうる代替的なアプロ

ーチが模索されてきた。 

合意形成論は、社会の構成員が有する価値規範や事実認識が多様であることを前提と

しつつ、多くの個人が他者との差異を尊重しつつ共存していくための方策を探るプロセ

スとその手法論である。さらに、政策科学および計画学において、合意形成に向けたコ

ミュニケーション行為とその討議倫理こそが本質的な公共過程であると位置づけた新た

な計画理論として 17)、対話型計画（ communicative planning） 18)、熟議型計画

（deliberative planning）19)が提唱されてきた。 

合意形成の近年の実践的取り組みについては、Susskind らによる体系化が行われてい

る 20)。合意形成論はしばしば公理的アプローチである公共選択論、ひいてはその例であ

る多数決決定をめぐる議論と対比される。Susskind らは、多数決決定でしばしば排除さ

れがちな少数意見をいかにして尊重し、全員によるプロセスへの参加を実現するかの手

法を合意形成の各段階について提唱する。事実認識の差異を解消しようとする共同事実

確認（joint fact-finding）、対立の構造をあらかじめ明らかにするための紛争アセスメ

ント、合意形成プロセスそれ自体に関する規約（グラウンド・ルール）等は、その内の

広く普及した例である。 

社会的関心事の合意形成に関する代表的実践手法としては、市民陪審（Citizens Jury）

と討議型世論調査手法（Deliberative Polling）が挙げられる。これらはいずれも討議の

主体となる市民が、実際の意思決定過程で用いられている投票手続きではなく、無作為

抽出によって選ばれる点に特徴がある。市民陪審では、ある特定の課題について無作為

に討議参加者が抽出され、専門家との対話や討議参加者同士の対話を通して、課題に対

する態度表明が行われる。市民陪審で合意された見解は社会に対する提言として位置づ

けられ、実際の社会的意思決定手続きによって選定された意思決定者が、真に全ての市

民を代表しているかという代表性に関わる問題に、代替的な解決策を提供する。一方、

討議型世論調査手法では、無作為に抽出された討議参加者が、討議の前後において課題

に対しどのような態度を表明したか、とりわけどのような態度変化が見られたのか、に

主として着目する。討議参加者は、課題に対する事前意向調査の後に市民陪審と類似し



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

343 

研
究
開
発
領
域 

シ
ス
テ
ム
構
築
方
法
論
区
分 

た討議プロセスを行い、課題に対して理解をより深めた時点において再度意向調査に回

答する。さらに、このプロセスを通して見られた態度変容の結果や要因について分析が

行われ、その分析結果が社会的に公表される。いずれも米国および英国において多数の

応用例が見られる 21)。わが国における合意形成手法の代表的な実践例については、猪

原 22)、城山・松浦 23)、土木学会誌編集委員会 24)等が詳しい。 

(3-4) 社会技術システム理論 

実社会の課題を解決するために開発、導入される科学技術的成果が果たして本当に社

会問題の解決に寄与するか否かは、単に科学技術の機能的側面だけではなく、社会がそ

の科学技術を受容するか否かという社会的側面によっても強く規定される。両者の相互

作用を明示的に理解することによって、より効果的な社会問題への技術的介入を目指す

社会技術的アプローチが提唱されてきた。1960 年代に英国 Tavistock Institute を中心

としたグループは、鉱業や製造業の生産過程において新規技術が導入された際、必ずし

も期待された生産性向上が生じない理由を明らかにしようとする中で、技術が用いられ

る集合的な行為に内在する社会的、組織的文脈が大きな影響を与えていることを明らか

にした。社会技術システム理論（sociotechnical systems theory）は、「人間＝組織」

と技術との相互作用を社会心理学的、人類学的アプローチを援用して明らかにすること

によって、生産システムの組織再設計をはじめとする技術的介入を提唱する研究分野で

ある 25)。 

社会技術システムの概念は、その後の技術の構成主義的アプローチに多大な影響を与

えた。Bijker らによる「技術の社会的構成」（Social Construction of Technology: 

SCOT） 26)」は、ある技術が現在の形で成立しているのは、そこに至る社会集団の相互

作用の帰結であるという立場に立ち、技術は社会的要請から必然的に開発され、社会に

普及するという決定論的な見方に疑念を唱えた。SCOT は、合意形成論の文脈において

は、社会問題の解決策として科学技術専門家が提示する介入策が必ずしも社会に受容さ

れないのはなぜかを明らかにするための分析視角を提供するものといえる。関連する概

念 と し て Latour に よ っ て 提 唱 さ れ た ア ク タ ー ネ ッ ト ワ ー ク 理 論 

(Actor-Network-Theory: ANT)27)では、科学技術を人間とその他の構成要素が互いに影

響を及ぼし合うネットワークとして捉え、人間が人工物を創造するだけでなく、人工物

が結果として人間の行動や社会の規範を形成する積極的役割を担う存在であると論じた。 

SCOT および ANT はその後の科学技術社会論に大きな影響を与え、実践的な取り組

みにも適用されてきた。初期には 80 年代のデンマークで試行され、その後多くの地域

で実践されたコンセンサス会議を例に見ることができる。コンセンサス会議は上記の討

議型世論調査手法と類似の過程を経て選ばれ、討議を行った市民が、社会的に重要な影

響をもたらす特定の技術について提言を行う仕組みである。最近では地球規模の課題を

解決するための科学技術はいかにして社会的に成立するかを考察するサステイナビリテ

ィ・トランジション(sustainability transition)の分析枠組みとしてしばしば用いられて

いる 28)。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・社会的重要課題をめぐって、合意形成手法を用いてファシリテーション、メディエー
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ション、仲裁等の第三者介入を行う中立な実施機関の設立がある。社会的課題に対し

導入しようとする政策・施策に直接の利害を有さず、中立性・不偏性が担保される合

意形成の専門機関が米国、欧州の非営利部門においては既に活動しているが、わが国

においては未だ同種の組織が十分に確立しているとはいえない。 

・公正な合意形成プロセスの前提となる公共コミュニケーション・メディアと「熟議の

場」の確立が求められている。社会的課題について、多様な価値観を有した市民が、

専門家、非専門家を問わず既存の情報資源を活用しつつ議論を行い、その結果自体が

新たな公共資源となるようなコミュニケーション・メディアの開発が模索されている。

とりわけ情報通信技術を活用した熟議民主主義の実現に向けた取り組みが各国で注目

されている。 

・社会心理学分野における小集団研究、意思決定研究、組織科学等の関連分野において

蓄積されてきた実証的アプローチの知見を、合意形成の実践に活用する取り組みが課

題である。 

・まちづくり、地域づくりにおいて参加型計画の枠組み導入が進展している。しかし、

ファシリテーションについては実施者の経験に依存しているのが実態であり、経験知

を形式知に変換するための技術開発が必要である。 

・熟議民主主義の立場から、「少人数の人々が集まって討議する場」の総称としてのミ

ニ・パブリックス概念が提唱されている 29)。 ミニ・パブリックスは必ずしも意思決

定の場ではなく、問題認識の共有などを目的としている。ミニ・パブリックスに該当

する試みは世界各国に存在しており、それに対する支援技術の開発も必要と考えられ

る。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 合意形成研究は初期の概念提唱段階から実践段階を経て、現在、各合意形成手法およ

び計画手法論について実証的な評価がなされつつある段階にある（例えば Street et 

al30)）。実証的な評価にあたっては、その評価基準となるべき規範自体が合意形成理

論および対話型・熟議型計画の存在意義と根幹的目的を規定することになるため、理

念枠組みの再定義を行う理論研究も同時に活発である。 

・ 合意形成手法の体系が早期に確立した地域・国においては、重要な政策課題及び社会

的意思決定に同手法が用いられた例も多く見られる。例えば医療・公衆衛生分野にお

ける市民陪審やコンセンサス会議の事例、都市計画、社会資本整備における対話型・

熟議型計画の実践、英国の統治体制をめぐる大規模な討議型世論調査の実施(Power 

201031))、日本における「エネルギー・環境の選択肢に関する討議型世論調査 32)」、

等が挙げられる。 

・ 地球規模の課題をめぐる合意形成の取り組みの例として、サステイナビリティ・トラ

ンジションの研究ネットワーク(Sustainable Transitions Research Network33))、お

よび同ネットワークによる International Conference on Sustainability Transitions

が国際的な活動報告・情報発信の場として定期的に開催されている。 

・ 東日本大震災を踏まえて新設された「地区防災計画」制度においては、「地域コミュ

ニティ主体のボトムアップ型計画」の重要性が強調されている他、ワークショップ等
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による地区属性の把握の必要性が指摘されている 34)。 

・ 実験ゲーム理論における、文化的・社会的要素（文脈）を導入する試み。 

 

（６）キーワード 

合意形成、熟議型計画、対話型計画、市民陪審、コンセンサス会議、討議型意識調査

手法、社会技術システム、技術の社会的構成、アクターネットワーク理論、実験ゲーム、

利他性、文脈依存性、ファシリテーション、コンフリクト、社会的ジレンマ 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 
・公共政策、科学技術社会論、計画学などの分野において主要な諸概

念は定着しており、専門教育に反映されている。  

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・エネルギー、社会資本整備をはじめとする政策分野において合意形

成の取り組みが実施されている。 

産業化 △ → 
・一部において合意形成支援団体の非営利組織化が図られているもの

の、成果は限定的である。 

米国 

基礎研究  ◎ → ・合意形成手法の体系化に関して国際的に顕著な成果をあげている。 

応用研究・
開発 

◎ → ・合意形成手法が、重要な社会的課題にしばしば適用されている。 

産業化 ○ → ・非営利組織を中心とする活動が顕著に行われている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
・西欧・北欧を中心に科学技術社会論や熟議民主主義の分野において

顕著な理論的貢献が見られる。 

応用研究・
開発 

◎ → ・合意形成手法が、重要な社会的課題にしばしば適用されている。 

産業化 △ → ・成果は限定的である。 

中国 

基礎研究   ・不明。 

応用研究・
開発 

  ・不明。 

産業化   ・不明。 

韓国 

基礎研究   ・不明。 

応用研究・
開発 

  ・不明。 

産業化   ・不明。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.２ 問題構造化技法 

（１）研究開発領域名 

問題構造化技法 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システム概念やシステム・モデルを用いて、組織や集団・社会など多様な意思決定主

体を含む複雑な問題状況の改善や解決の支援を目的として、利害関係者間で問題を構造

化しようとする様々な方法論を開発・提案・実践するとともに、それらを俯瞰し、それ

らの特徴を比較検討する研究開発領域。その主たる方法論は以下の通り。 

ソフトシステム方法論(SSM：Soft Systems Methodology)、戦略的選択アプローチ

(Strategic Choice Approach)、メタゲーム(Metagame)、ハイパーゲーム(Hypergame)、

ドラマ理論 (Drama theory) 、戦略 的仮説検証法 (SAST: Strategic Assumptions 

Surfacing and Testing Methodology)、インタラクティブ・プランニング(Interactive 

Planning)、批判的システム思考(Critical Systems Heuristics)、マルチメソドロジー、

質的研究方法、シミュレーション＆ゲーミング、アクション・リサーチ、デザイン科学

研究 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 問題構造化技法の体系 

問題構造化技法とは、システム概念やシステム・モデルを用いて、組織や集団や社会

など、多様な意思決定主体を含む複雑な問題状況の改善や解決を支援しようとする思考

の体系である。 

まず、問題構造化技法に関するメタ方法論として、比較選択方法論がある。比較選択

方法論は、問題構造化技法で用いられる方法論全体を比較し、ある問題状況ではどの方

法論を選ぶべきかについて検討し、各方法論について、それぞれのいわば強み弱みを明

らかにして、それを問題状況に応じて使い分けようとするとする方法論的相補主義の考

え方に基づく。その代表的な枠組みとして、SOSM (System of Systems Methodologies)

がよく知られている 1)。SOSM は、複雑な問題状況をシステムの複雑さ（単純か、複雑

か）と参加者の関係（単一的か、多元的か、強圧的か）の 2 軸に従い 4 つのタイプに分

類し、そのタイプごとにそれに適した問題構造化技法を対応させる典型的な状況適用的

かつ相補的な方法論の分類枠組みである。SOSM は、その方法論が目指す方向性が目標

追求なのか、多様な価値観の調整なのか、公平性の確保なのか、あるいは多様性の促進

なのかによって、タイプ A から D までの 4 つに分類する。本報告では、まずこの分類

方法に従い、問題構造化技法を俯瞰する。 

問題状況に関心や利害関係を持つ参加者は、問題状況の複雑さと多様性を増大させる

要因のひとつである。このような参加者としての人に焦点をあてた実践ないしは研究の

領域として、社会や組織を構成する参加者の経験や思考を参加者の内面から理解し記述

しようとする質的研究方法、参加者がシミュレーションに意思決定者として参加し体験

に対する内省（振り返り）にもとづく学びを通じて、対象の理解や問題解決を図ろうと

するシミュレーション＆ゲーミング、研究者自身が問題状況に行為的に関わることによ
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って学びを得ると同時に状況それ自身も変えようとするアクション・リサーチなどがあ

る。質的研究は、参加者のおかれた状況と文脈に関する詳細な記述と解釈（一部領域密

着的な理論の生成）を指向し、シミュレーション＆ゲーミングは、（教育や訓練にも用

いられるが）参加者間の相互理解や合意形成を指向し、アクション・リサーチは、改善

と関与を指向する方法である（Carr & Kemmis, 1986）2)。一方で、参加者を取り巻く

社会的組織的要素よりはむしろ、参加者の認知的行動的側面の持つ特徴を人工物システ

ムの設計に活かそうとするデザイン科学的研究という研究領域もある。以下、本節では、

問題構造化技法の関連方法論あるいは関連研究領域として、質的研究方法、シミュレー

ション＆ゲーミング、アクション・リサーチ、デザイン科学研究について説明と国内外

の動向について述べる。 

(3-2) タイプ A：目標追求をめざすハードシステム思考および構造主義的アプローチ 

タイプ A は SOSM の枠組みでは単純なシステムで参加者が単一の場合に対応し、タ

イプ A での問題状況を扱おうとする問題構造化技法は、目標追求型のアプローチで、あ

らかじめ決められた目標に向かう最適化アプローチから組織の生存可能性を確保するた

めに必要な組織的行動と設計を目指すアプローチまで、多種多様である。このタイプの

アプローチは、目標はすでに明白であるか、簡単に決められるものと想定している。 対

象システムが目標を達成するためにシステムを最適化したり、あるいはシステム内外で

発生する複雑さや混乱の度合いに対応したりすることに力を注ぐ、問題解決型のアプロ

ーチである。 

このカテゴリーの典型的なものは、（従来型の）オペレーション・リサーチ(OR)、シ

ステム分析、システム工学などのハードシステム思考と、システム・ダイナミクスや組

織サイバネティクスなどの構造主義的なアプローチである。ただ、ハードシステム思考

にも、ソフト OR、ハイパーゲーム、メタゲームドラマ理論など、主観性、非合理性な

どを取り入れてモデルを拡張する方向も、特に英国・日本・カナダを中心に一部に見ら

れるようになっている（タイプ B の項で後述）。また、システム工学でも、米国で最大

規模の産学官を繋ぐ団体 INCOSE（International Council on Systems Engineering）

が、ソフトな方向性に大きな関心を持つ動きが最近活発化している。 

構造主義的アプローチのなかで、システム・ダイナミクス(SD)は、複雑系の中に存在

する膨大な変数を、相互性のあるフィードバックループとして表現することが本質的な

特徴である。フィードバックループ同士のシステミックな相互関係により、システムの

構造を表現し、この構造がシステムの振る舞いを決定するとする。なお、このシステム・

ダイナミクスにも、ソフト SD と呼ばれるソフト化の方向が最近開発されている（David 

Lane，1998）。 

一方、組織サイバネティクスは、システムが生存し絶え間なく自己を調整し続け、自

己組織化し、内的もしくは外的な要因で発生する混乱に対応していくために、設計上の

どの主要ポイントを操作すればいいのかを、より深いレベルで考察することを目指して

いる。すなわち、組織サイバネティックスは、生存可能システム・モデル（VSM: Viable 

Systems Model）を使い、ハードシステム思考では扱いきれない複雑さや混乱の問題を

取り扱おうとする。VSM は、ダイナミックに変化する環境の中でシステムが生存可能

であり続けるためにサイバネティックスの処方に従って複雑な組織を設計しようとする
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際の処方箋であり、組織内の問題を診断し、生存可能性を確保するために有用である。

なお、VSM に基づき、より問題解決の手法として開発されたコンサルティング手法で

あるチームシンテグリティ(Team Syntegrity)は、カナダを始め北米、英国で実務的な人

気がある。 

(3-3) タイプ B：ソフトシステム思考(Soft Systems Thinking) 

タイプ B は SOSM の枠組みでは参加者が多元的な場合に対応し、タイプ B の問題構

造化技法は、利害関係者の異なる価値観を探求し調整することを目的とするもので、ソ

フトシステム思考ないしはソフトシステムズアプローチと呼ばれる。そこでは、利害関

係者の主観性を尊重した学習プロセスの重要性が強調される。 

ソフトシステム思考の方法論は、(1) 構造のよくわかった問題に対して厳密な解決案

を提供することを目指すというより、むしろ構造のよくわからない問題状況を部分的に

でも構造化しようとすること、(2)意思決定プロセスへの問題関与者の積極的参加を強く

要請すること、などの際だった特徴をもつ有力な問題構造化手法のひとつである。ソフ

トな方法論にとっての評価尺度は、「有効性(effectiveness)」（達成したいことを実際

に達成しているか）と「洗練さ(elegance)」（利害関係者は提案内容が趣味のいいもの

だと感じているか）である。ソフトシステム思考は、利害関係者同士の価値観や信念や

哲学が異なることから発生する意見の食い違いや対立を取り扱い、こうした食い違いや

対立に対処できるなら、問題の解決はより明快なものになるとの立場に立つ。  

以下、タイプ B に属するいくつかの問題構造化技法を説明する。 

（ⅰ）ソフトシステム方法論 

特に、Peter Checkland (1981)の提唱したソフトシステム方法論(SSM)は、複数の価

値観や視点とその意味するところを明示するためにシステム・モデルを用い、複数の視

点をシステミックに探求し、比較対照しようとする典型的なソフトシステム思考である
1, 3)。その目的は、問題状況の参加者が異なる世界観とその異なる世界観が提示する変

化の可能性を、より完全に理解できるように、システミックな学習プロセスを生み出す

ことである。 

この学習プロセスによって、異なる価値観や信念を持つ問題関与者間で、仮に一時的

でも、様々な価値観が並立しながらそれぞれが他を受け入れている状況（アコモデーシ

ョン(accommodation)）を達成しようとするのである。合意(consensus)が合理性・最適

性をもって追求されるのに対して、アコモデーションは学習により探索される。関与者

それぞれが、認識する世界や環境に関する知覚を、ディベートや自由討論等で互いに表

明し、すり合わせ、その過程で自分とは異なる世界観を持った他者の立場・考え方を学

習し、理解するのである。 

ソフトシステム方法論は、次の戦略的仮説検証法(SAST)の強い影響を受けている。 

（ⅱ） 戦略的仮説検証法(SAST) 

SAST はその哲学的根拠の多くを Churchman の「社会システム設計」に負っている。

Churchman は Ackoff とともに、第二次世界大戦後のアメリカで OR の研究に関わった

重要な先駆者であるが、二人は 1960 年代から 1970 年代にかけて OR に失望し、ソフト

システム思考の開発に注力し、SAST を提唱した 1)。SAST は、(1)論理的根拠を重視す

る最適化よりも満足化・目標をめぐる対立を容認する、(2)自身の表現内における異なる
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目的の評価・対立を明確化し交渉を促進する透明な手法を活用する、(3)能動的主体とし

ての人間要素を取り扱う、(4)ボトムアップ・プロセスに基づく問題構築を行う、(5)不確

実性を受け入れる、という特徴をもつ。 

（ⅲ）インタラクティブ・プランニング 

インタラクティブ・プランニングは、Russell L. Ackoff によって提案された、望まし

い現在のデザインを通して未来を作り出そうとする方法論である。 インタラクティブ・

プランニングは、組織の将来は、それまで何をやってきたか以上に、これから何を行う

かに依存するという信念に基づき、(1)現時点で考えるあるべき姿から現状へのバックワ

ードを行う、(2)このアクションは、絶え間なく行われ、開始も終了もない。(3)組織・グ

ループのあらゆるステークホルダーを取り込み、計画段階から関与させる、といった特

徴を有する 1)。 

（ⅳ）戦略的選択法(Strategic Choice) 

John Friend らによって提唱された、政治的な不確実性を含む種々の不確実性に直面

する意思決定主体のインタラクティブ・プランニングへのアプローチである 4)。 英国タ

ビストック研究所(Tavistock Institute of Human Relations)で OR と社会科学者により

考案されたという出自から、極めて柔軟性に富んだ使い勝手の広い問題解決の方法論で、

現在では、公共・私的を超えて様々な問題解決で用いられている。それぞれ異なる利害

を持つ多様な利害関係者のグループを仲介し、それまでの発言・コミットメントに縛ら

れることなく、より未来志向的で創造的にアコモデーションが達成できるように導くこ

とが、この方法論の主眼である。 

（ⅴ）ソフト OR とソフトゲーム理論 

メタゲーム、ハイパーゲームは、 それぞれ、高次の認知階層、主観性に焦点を当てた

具体的な数理的分析の枠組みである 5, 6)。メタゲーム分析は 問題状況を戦略ゲームとし

て捉え、典型的には、各プレーヤは自分の戦略を選ぶ方針（相手の取る戦略から自分の

戦略を対応させる関数）を高次の戦略として取り得るとして分析を行う。 

ハイパーゲームは、通常のゲーム理論のように「関与するすべてのプレーヤは同じゲ

ームを見ている」とは想定せず、ある問題状況に関与する人々は異なった多様な価値観

をもっており、各主体は共通に関与している問題状況を異なって知覚し、いわば内部モ

デルを構築して意思決定を行うと仮定する。 

ハイパーゲームのメタモデルとして、木嶋らは、I-PALM (Poly-agent Learning Model) を

提唱し、問題状況の理解の変化といったダイナミックな視点から、各合意形成主体間に

相互作用のない独立な状況認識（単純ハイパーゲーム）から始まって、各合意形成主体

が次第に他者の内部モデルを学習し、相互認識を形成し（共生的ハイパーゲーム）、つ

いには通常のゲーム状況を共通に認識するようになる一連の過程を記述している 7)。 

（ⅵ）ドラマ理論 

ゲーム理論では、合理的で目標追求的な振る舞いが論じられるのに対して、ドラマ理

論では感情や非合理性に焦点を当て、決定が実行される前段階（プレプレー段階）での

相互作用を通してどのように意思決定主体が変化してゆくかが考察される。変化に焦点

を当てること、すなわち、決定主体が未解決の問題に取り組む際に、彼らが状況認識を

どのように書き換えていくか（「再フレーム化」しているか）に焦点を当てることによ
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って、ドラマ理論は、彼らが他者との関係の中でどのようにして自己実現を達成しよう

とするのかを明らかにしようとする 7)。 

具体的には、ドラマ理論の枠組みは、次のような特徴を持っている。 

ドラマ理論は、各キャラクターが行動を実際に採る前のプレプレー段階でのキャラク

ター間の相互作用により、将来的にどのようなことが起こるかに関心がある。実際の行

動が採られるのは、最後の実施の段階にすぎない。 

ゲーム理論が、「合理的な解」に興味があるのに対して、ドラマ理論は相互作用とい

う「ドラマティックな解」に関心がある。ドラマ理論の関心は、与えられた合理性の下

で得られる解では満足できないキャラクターが、より良い解決策を求めて相互作用を書

き換えていく過程全体の分析にある。 

ゲーム理論では、 立場（ポジション）や脅しといった概念は用いられていない。ゲー

ム理論が、プレーヤは合理性にのみしたがって行動すると仮定し、合理性のみを意思決

定過程の有効な概念とみなすのに対し、 ドラマ理論では、意思決定過程を「緊張が解消

していく過程」として意思決定状況を捉える。 

(3-4) タイプ C：公平性確保の方法論 

タイプ C は、強圧的と見なされる問題状況に介入しようとするアプローチである。ソ

フトシステム思考には、異なる利害関係者間でも合意、あるいは少なくとも調整は可能

だという多元的なバイアスがかかっているので、この強圧的な状況には適切に対応でき

ないとし、タイプ Cのアプローチは、システム設計そのものと設計に伴う結果において、

公平性を確保しようとする。すなわち、現状で不利益を受けている人々を支援し、全員

がシステム設計に完全に貢献し、対象システムの運営からしかるべき利益を受けられる

ようにしようとするのである。 

この典型的な方法論である批判的システム・ヒューリスティックス (CSH: Critical 

Systems Heuristics)は、社会的不公平に真正面から取り組もうとする方法論で、(1) あ

る決定で影響を受ける者全員が決定プロセスに参加するよう確保することで、社会的不

公平に対応すべきだという解放的システム思考を確立し、(2)計画者や関心のある市民が

使える方法論を提供しようとする。すなわち、CSH は、社会システムの設計者や関心の

ある市民に、システムの設計の規範的内容(normative content) を明らかにすることを

目指している。ここで、規範的内容とは、計画の前提となる価値観と計画の利害関係者

への社会的影響や副作用を意味する。 

(3-5) タイプ D：ポストモダンアプローチ 

一般論として状況改善を保証できると主張するシステム方法論に懸念を抱く立場がタ

イプ D である。彼らはあらゆる問題状況には膨大で解析不可能な複雑さと強圧が内在し

ているものだとして、これにはポストモダンなシステム実践が適切だと主張する。すな

わち、解放のためのシステムズアプローチと同様に、抑圧された視点を強調し、多様性

を助長しなくてはならないという。これはある意味で、圧倒的支配のシステムに挑戦し

打破して、抑圧された意見に声を与えなくてはならないと考えるため、アンチ・システ

ミックであるともいえる。ほかのシステム手法に比べて比較的新しく、まだきちんと確

立されていない。 

 



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

353 

研
究
開
発
領
域 

シ
ス
テ
ム
構
築
方
法
論
区
分 

(3-6) 問題構造化技法のマルチメソドロジー 

SOSM が主張する方法論的相補主義をさらに進め、問題状況の次元と介入プロセスの

フェーズ（ステージ）に応じて、問題構造化技法の様々な方法論の特徴をうまく組み合

わせて使おうとするマルチメソドロジー(multi-methodology)と呼ばれる立場がある。こ

れは、既存の様々な方法論のプロセスをいくつかのフェーズに分解して、再度組み合わ

せることにより、新たな問題解決の可能性を開拓しようというのが、マルチメソドロジ

ーの考えである。 

(3-7) 質的研究方法 

質的研究（qualitative research）という名称は、言葉の形式をとるデータに依拠する

あらゆる種類の社会研究の総称を指す。一般に質的研究とは、インタビュー、観察記録、

公的文書、映像、歴史的文書などを基にした調査・研究手法、および研究方法論を指す。

主に、心理学、社会学、文化人類学、教育学、福祉学、経営学などの人文・社会諸科学、

看護学や医学（特に、精神医学、心身医学、公衆衛生学）において用いられる。質的研

究には、大きく個人誌（ライフヒストリー）、現象学、グラウンデッド・セオリー

（Grounded Theory）、エスノグラフィー（Ethnography）、ケーススタディの 5 つの

伝統がある（Creswell, 1998）8)。ここでは、情報システム分野でよく用いられるグラウ

ンデッド・セオリーとエスノグラフィーについて述べる（Mingers, 2003）9)。 

グランデッド・セオリーは、Glaser と Strauss(1967)10)によって提案された研究方法

で、基本的には、統一理論ではなく、収集されたデータを説明する中範囲の理論を構築

するための、データの収集と分析に関する体系的で帰納的なガイドラインから成る

(Charmaz,2000)11)。グランデッド・セオリーには、多様な系譜がある。木下（2003）12)

は、分析技法の共通性として「コーディング方法としてのオープン・コーディングと(軸

足・)選択的コーディング、基軸となる継続的比較分析、その機能面である理論的サンプ

リング、そして分析の終了を判定する基準として、それ以上の修正が必要とされない水

準に達することを意味する理論的飽和」の 5 点を不可欠の条件として挙げている。この

方法は、人工物システムが享受される社会や組織の構成要素である人（ユーザ）やシス

テム構築に関わる利害関係者の分析として利用可能である。情報システム分野では、主

要な研究方法の１つになりつつあり、米国、欧州、豪州、ニュージーランドではよく用

いられている。また、シンガポール、中国（香港）、韓国、わが国でも徐々に用いられ

るようになってきた。ただし、データ分析技法として表面的に用いる傾向にあり、理論

的飽和まで至るものは多くない。 

エスノグラフィーは、本来はフィールドワークの報告書としての記述を意味していた

が、今日では、文化的行動を記述し解釈するプロセスとその記述や解釈の両者を指す。

欧米では、方法論としての側面が強調される傾向にあり、わが国でもその傾向になりつ

つある（小田, 2010）13)。前者の意味では、エスノグラフィーとは、研究者が人々の日々

の生活に溶け込み、グループ参加者を観察したりインタビューを行ったりする参与観察

を通じて、文化共有グループのメンバーの行動や言語や相互作用の意味を学ぶ方法であ

る。エスノグラフィーへの科学的アプローチは、構造機能主義、シンボリック相互作用

論、文化人類学、認識人類学、フェミニズム、マルクス主義、エスノメソドロジー、批

判理論、カルチュラル・スタディーズ、ポストモダニズムなどに広がりを見せている。
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わが国では、災害に居合わせた人自身の言葉を聴き災害対応に関わる知識の体系化を行

う災害エスノグラフィーという言葉が注目を集めているが、記述や解釈の側面を強調し

ている。批判的エスノグラフィーでは、エスノグラフィーを研究者と研究対象の人々と

の対話から生じる創発的プロセスと捉え、研究に提言的な視点を持ち込もうとする。シ

ステム構築においては、人工物システムを享受し文化を共有する組織における参加者の

行動や言語のパターンの意味を学び、よりよいシステムの設計や開発に役立てるという

利用方法がある。方法論としてのエスノグラフィーは、フィールドへの比較的長期間の

滞在を要するため、システム構築分野でこれを採択した研究はあまり多く見られない。  

(3-8) シミュレーション＆ゲーミング（Simulation & Gaming） 

ゲーミングとは、一般に人間が勝負や競技に参加することを意味するが、シミュレー

ション＆ゲーミング（あるいはゲーミングシミュレーション）とは、人間がシミュレー

ションに参加することを通じて、現実対象の理解や問題解決を図る方法論を指す。典型

的な応用例は、教育や訓練での利用である。Greenblat（1998）14)は、ゲーミングシミ

ュレーションを、現実がシミュレートされた文脈の中に人間の行うゲーム活動を取り込

んだ形式と定義している。ゲーミングは、ゲーム設計者、ゲーム参加者（プレーヤ）、

および、ゲーム進行役（ファシリテータ）の三者間のコミュニケーションと見ることも

できる。新井（2004）15)は、「設計者、ファシリテータ、プレーヤの 3 者がともに現実

世界に対する認識と理解を深める」ための方法論と位置付けている。シミュレーション

＆ゲーミングの応用分野は、心理学、教育学、政治学、政策科学、経営学、経済学、看

護学など多様であり、開発教育、合意形成、戦略策定、制度設計などの実践的応用領域

もある。システム構築に対しては、構築するシステムの目的、望ましい状態や振る舞い

などについて、利害関係者間で事前に合意形成を行なう場合に用いることが可能である。

シミュレーション＆ゲーミングは、欧州を拠点とする ISAGA(International Simulation 

And Gaming Association)をはじめとして、オランダ、ドイツ語圏、北米、日本、タイ、

シンガポールで学会が設立されている。中国では特に上海を中心として、意思決定能力

や組織化能力向上を目的とする企業内研修のためにゲーミングを用いる動きが出て来た。

わが国においては、ゲーミングとエージェントベースシミュレーションを組み合わせた

ハイブリッドなシミュレーションの動きが活発である。 

(3-9) アクション・リサーチ 

アクション・リサーチ（Action Research）とは、目標とする社会的状態の現実へ向け

た変化を志向した広義の工学的・価値懐胎的な研究であり、この目標状態を共有する研

究対象者と研究者による共同実践的な研究のことを指す（矢守 , 2010）16)。 

アクション・リサーチは、望ましい社会状態に対する価値判断に関する調整が求めら

れる場合、研究者と研究対象者との間の固定的な構造に変化が求められる場合に必要と

される（矢守, 2010）16)。制度や規則などを含む広義の人工的システムの構築において

は、何を望ましい状態とするかの価値について、その調整が求められるが、このような

場面において、アクション・リサーチは有効である。Mingers（2003）9)は、情報シス

テム研究において、アプローチを実証的なものと解釈的なものに大別し、その両者に跨

るものとして、アクション・リサーチと事例研究を挙げている。アクション・リサーチ

は、個別の研究方法というよりは、研究当事者の実践に対する態度や当事者間の関係性
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を指した概念であり（矢守, 2010）16)、そのような態度で、たとえば、OR（オペレーシ

ョンズリサーチ）, SSM（ソフトシステム方法論）、社会技術的システム思考などの既

存の技法や方法、あるいは方法論を活用するアプローチと言える（神沼ほか , 1995）17)。

上述したように、アクション・リサーチは、特定の方法というより、研究の態度や概念

を指すものであるため、アクション・リサーチそのものをテーマとした研究コミュニテ

ィは、国内外に優勢なものは見当たらない。むしろ、看護学や教育学などの研究分野ご

とに、アクション・リサーチを行おうとするコミュニティが存在する。なお、学術雑誌

として Action Research 誌が 2003 年から刊行されている。 

(3-10) デザイン科学的研究 

デザイン科学的研究（Design Science Research）は、特定の領域で支持されている核

となる理論を、関心のある問題状況に仮説的推論（演繹や帰納に先立って、個別の現象

を適切に説明しうる仮説を導出する推論）によって適用し、人工物の構築と評価を通じ

た学びによって、問題解決や改善を図ると同時に特定の問題状況に適用可能な（一般理

論ではない）中範囲の理論を生成しようとする研究方法である。例えば、組織で利用す

るシステムの設計において、システムにとって重要な組織的文脈的な情報をいかに設計

者に際立たせ、それが実装されるシステムに反映させられるようにできるかという問題

に関して、認知心理学で支持されている理論を仮説推論的に適用して、システム構築を

行ない、その成果物の評価をすることを通じて、システム構築という中範囲の領域に適

用することのできる理論を得ようとする。 

この一連の研究の主要関心は、システムの設計法や構築法ではなく、組織で使われる

システムに関わる問題解決に対して、システム成果物を設計・構築・評価をする循環的

なプロセスがいかに貢献できるかにある。構築を通じた学びという観点では、デザイン

科学的研究は、情報システム、教育学、ヘルスケア、コンピュータ科学、工学の領域に

も広く利用されている（Vaishnavi & Kuechler, 2011）18)。デザイン科学的研究では、

一連の活動は、問題解決や業績向上を目的として行われ、とりわけ情報システム領域に

おいて人気を博している。米国で最も盛んであり、実証研究、行動学的研究、情報経済

的研究、質的研究と並んで１つの領域を確立しつつある。この流れは、欧州、豪州、ニ

ュージーランドにも広がりつつあるが、米国ほどではない。残念ながらわが国において

は、情報システム領域においてもデザイン科学的研究を方法として採択した研究は見ら

れない。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

問題構造化技法は、応用システム思考として、特に英国、北欧、ドイツ、オーストラ

リア、ニュージーランド、南米等で十分確立され、コンサルティングの実務でも大きな

プレゼンスを示している。ただ、その特徴からも分かるとおり、問題構造化技法のかな

りの部分は、文化的コンテクストに依存するところが大きく、特に米国、北米での認知

度は高いとはいえない。今後は、これらの地域・文化を踏まえた上での問題解決のため

のシステム構築方法論として、一皮脱皮することが求められる。その萌芽として、社会

を複雑系として捉えたシステム思考が急速に発展しつつある 19)。問題構造化技法の関連

領域・方法の主要な関心は、組織的、社会的、政治的文脈におかれる利害関係者とその
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中において構築されるシステムとの関係性を、人間の側面から理解し、それをシステム

構築における問題構造化に役立てようとするものである。人工物システムは人間活動が

営まれる複合システムとして多重的な現実をもたらすことを意識し、その構築に当たっ

て複眼的なシステムズアプローチの確立が求められる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

英国、欧州、オセアニア、南米等では、問題構造化技法（応用システム思考）は、ビ

ジネススクールで広く標準的なカリキュラムとして設定されるとともに、コンサルティ

ング会社、地方自治体、政府、NPO などの具体的な問題解決に頻繁に用いられる「通常

の考え方」となっている 20)。 

米国では、ここ数年来、巨大規模の産学官の団体 INCOSE (International Council on 

Systems Engineering)が、システム工学のソフト化、社会化を狙い、問題構造化技法を

テーマとする学会(たとえば、ISSS= International Society for the Systems Sciences)

に定期的に参加し、連携を模索し成果を上げ始めている。 

デンマークを中心とする北欧・ドイツにおいては、最近、自然エネルギー活用、ゴミ

処理問題を中心に持続的発展を目指すプロジェクトとしてトランジション・マネジメン

ト(Transition Management)という潮流が大きくなっているが、その基礎となっている

のはこの問題構造化技法である 21)。また、ケンブリッジ大学が中心となって、問題構造

化技法(特に VSM)とサービス科学をつなぐ研究プロジェクトを推進している 22)。 

 

（６）キーワード 

問題構造化手法 (Problem Structural Methodologies)、応用システム思考 (Applied 

Systems Thinking)、ソフト・システムズ・メソドロジー(SSM)、戦略的選択アプロー

チ(Strategic Choice Approach)、メタゲーム(Metagame)、ハイパーゲーム(Hypergame)、

ドラマ理論(Drama theory)、戦略的仮説検証法(SAST)、インタラクティブ・プランニン

グ(Interactive Planning)、批判的システム思考(Critical Systems Heuristics)、マルチ

メソドロジー、質的研究方法(Qualitative Research Method)、シミュレーション＆ゲー

ミング(Simulation & Gaming)、アクション・リサーチ(Action Research)、デザイン科

学的研究(Design Science Research)、エスノグラフィー(Ethnography)、グラウンデッ

ド・セオリー(Grounded Theory) 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 
・ビジネススクールでのカリキュラムとして、一定の水準を保ってい

る。特に、ソフトOR、ソフトゲーム理論に関しては、世界でのプレ
ゼンスを発揮している。 

応用研究・
開発 

○ → 
・ビジネススクールでのカリキュラムの一貫として、適用事例集の作

成が一定の水準で行われている。特にサービス科学 (SSME)での適
用が顕著である。 

産業化 △ → ・通常の意味の産業化にはなじまない。 

米国 

基礎研究  △ → ・ほとんど行われていない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・産 学 官 の 団 体 INCOSE (International Council on Systems 
Engineering)が、システム工学のソフト化を狙い、問題構造化技法
をテーマとする集会に定期的に人を送り込み、連携を模索してい
る。 

産業化 △ → ・通常の意味の産業化にはなじまない。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・南アフリカで開発され現在世界41カ国で実際に用いられている

Ketsoなど新たな理論と実践が着実に行われている20)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・南アフリカで開発され現在世界41カ国で実際に用いられている

Ketsoなど新たな理論と実践が着実に行われている20)。 

産業化 ○ → ・通常の意味の産業化にはなじまない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.３ 高信頼要求工学 

（１）研究開発領域名 

高信頼要求工学  

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムは社会インフラとして実社会に広く深く浸透している。CPS（Cyber Physical 

System）が注目されているように、従来はハードウェアだけで構築されていたシステム

も、ハードウェアの機能の多くがソフトウェアで置き換えられ、現代ではソフトウェア

なしでは成立しない状況である。業務の効率化のためだけでなく、あらたなイノベーシ

ョンを生む価値創造のための重要な手段としてソフトウェアシステムが認識されている。

このため、以下では主としてソフトウェアシステムを中心に説明するが、ソフトウェア

システムが人間による業務やハードウェアと密接に関係しているので、ソフトウェアシ

ステムに限定したとしても、人間系やハードウェアとの相互作用を含んでいることはい

うまでもない。要求工学自体、主としてソフトウェア開発領域で発展し 40 年以上の歴

史があるが、最近、セキュリティ、安全性など人間系やハードウェアを含む社会システ

ムの高信頼化が重要となってきており、ソフトウェアシステムに限らず一般的なシステ

ム構築の研究開発領域としても高信頼要求工学に注目が集まっている。高信頼要求工学

は、実社会のあらゆるサービスや機器が相互に接続され、あらたなサービスがこのよう

な複合的なシステムアーキテクチャの上で創出されていく状況を前提にして、どのよう

なサービスをなぜ開発するか、それが他のシステムとどのように相互連携し、社会環境

にとって意義ある公正なシステムであるのかに関する非機能要求を明らかにするととも

に、要求の妥当性を確認する研究開発領域である。ここで、非機能要求とは、システム

機能についての特性および制約についての要求のことである。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

安全設計の観点から 1990 年代に入ってソフトウェア安全性が検討されるようになっ

た 1)。セキュリティ要求工学の研究は、2000 年に入ってから研究開発が盛んになった。

持続可能性は、ようやく 2010 年代になってソフトウェアシステムの品質の一部として

認識されるようになった 1, 2)。このような安全性やセキュリティに対するソフトウェア

技術の発展は、社会的な事件・事故の顕在化がきっかけになっている。したがって、最

初から安全性やセキュリティが要求工学で検討されてきたわけではない。たとえば、

IEEE Std. 830-1998 では、安全性とセキュリティは制約の一種としてしか扱われていな

い。これに対して、最も新しい要求工学の標準である ISO/IEC/IEEE 29148:2011 では、

安全性とセキュリティが主要な話題として取り上げられている。 

識別されたハザードから導出される制約が安全性要求である。過去のソフトウェア障

害原因のほとんどが、コーディングエラーではなく要求欠陥であるという Leveson の報

告 3)がある。このため、重要安全システムに対する要求仕様の網羅的な分析手法の研究

が進んでいる。 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災とそれに続く福島第一原子力発電所の事故は、我々

にシステムの安全性に対する認識を飛躍的に高め、ハザードが起こったとしても小さな
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被害で速やかに回復することが求められるようになった。このような安全性は、最近は

レジリエンス（resilience）と呼ばれることが多く、ハザードに対して一定の耐性を持つ

と同時に、万一被害を受けたときにはその後の回復を早めることや機能が低下したまま

でも最低限の機能を維持するグレースフルデグラデーションなどを含めた概念である。

このようなレジリエンス的な安全性に対する要求も高まっている。 

特定のシステムにおける具体的な要求に、セキュリティに関する高水準の組織方針が

明示されていることがセキュリティ要求である。安全要求と同様に考えると、「保護す

べき資源への識別された攻撃への対策としての制約」がセキュリティ要求であるという

こともできる。安全性は、システムコンポーネントが環境内で相互作用する際に発生す

る「創発特性（emerging property）」である。創発特性は、システムが静的に存在す

るときから継承する特性と反対に、システムが使用されるときに発生する動的な性質で

ある。ソフトウェアシステムは使われなければ、非安全（unsafe）ではない（つまり、

安全である）。これに対して、持続可能性は、継承部分と創発部分がある。 

持続可能性要求のために、経済面、社会面、環境面、人間面、技術面からなる５次元

の汎用参照モデルが Penzenstadler らによって提案されている（www.se4s.org）。この

参照モデルでは、環境面の持続可能性要求が他の持続可能性要求と相互に関連付けられ

るようになっている。また、安全性要求と同じように、品質保証のための追跡と妥当性

の確認ができる。 

また、エンタープライズアーキテクチャの国際標準である TOGAF ではアーキテクチ

ャ開発手法にセキュリティならびにディペンダビリティの概念が導入されている。ここ

で、特定のシステムのアーキテクチャに対して、複数のシステム全体に関するアーキテ

クチャのことをエンタープライズアーキテクチャという。また、安全性、信頼性、持続

可能性、可用性などを包括した用語がディペンダビリティである。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

ソフトウェアイノベーションで成功しているサービスや製品に共通するのは、すべて

オープンなプラットフォームを提供していることである。したがって、社会がソフトウ

ェア化する現代におけるイノベーションは、ソフトウェアイノベーションであり、シス

テム構築に当たっては、多様なソフトウェアシステムとの相互連携が不可欠となるオー

プンプラットフォームについて、価値だけでなく安全性、セキュリティ、持続可能性を

統合的に明らかにする高信頼要求工学の研究開発が必要である。 

産官学連携プロジェクトの成果を継続的に発展させるためには、標準化が必要である。

たとえば、オランダの産官学プロジェクトであったエンタープライズアーキテクチャの

統合モデル図式言語である ArchiMate は TOG(The Open Group)が継続的に標準化して

いる。また、2014 年 3 月に終了した JST による日本の産学連携 DEOS プロジェクトで

も、高信頼アーキテクチャプロセスである O-DA(Open Group Releases Dependability 

through Assuredness)を TOG で標準化している。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

国際的な産官学連携プロジェクト Shields には、スウェーデンの Linköping 

University の他、ノルウェーの SINTEF、 スペインの European Software Institute、 

ドイツの Fraunhofer IESE、 フランスの Institut National des Télécommunications 

と Montimage、 ハンガリーの SEARCH-LAB とイタリアの TXT e-Solutions が参画

した。2008 年 1 月 1 日から 2010 年の 6 月 30 日までの予定で終了したこのプロジェク

トには、産官学の異なる国の組織が参画しているところに EU の高い戦略性を見ること

ができる。 

また TOG では、Openplatform3.0 の取組みが 2013 年に発足し、オープンプラット

フォームのための要求開発を加速しようとしている。 

 

（６）キーワード 

要求工学、安全性、セキュリティ、持続可能性、運用性、非機能要求、エンタープラ

イズアーキテクチャ、アーキテクチャ、社会技術システム、サイバーフィジカルシステ

ム、ステークホルダ要求、システム開発 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 〇 → ・高信頼性要求工学に関する基礎的な研究論文がある。 

応用研究・
開発 

○ → ・高信頼要求工学に関する応用研究論文がある。 

産業化 △ ↘ ・欧米に比べ、産業化に関連する明確な方向性は見えない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ ・IEEEなどでの学術論文が多数あり、活発な議論がなされている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・TOGなどで産業界が連携して進展させようとしている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ ・IEEEなどでの学術論文が複数あり、活発な議論がなされている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・EUがプロジェクトとして連携して進展させようとしている。 

中国 

基礎研究  △ ↘ 
・南京大学などで形式手法についての研究がある。また南京大学で

Symposium on Dependable Software Engineering2014を開催し
た。 

応用研究・
開発 

  ・不明 

産業化 〇 → 
・セキュリティ技術では、最近のサイバー攻撃に見られるように、急

速に発展していると思われる。 
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韓国 

基礎研究  〇 → 

・IEEEなどの国際会議でセキュリティ技術などの発表がある。 
・Ministry of Knowledge Economy が Korea 大 学 に Center for 

Engineering and Education of Dependable Softwareを設置して研
究を支援している。 

応用研究・
開発 

△ ↘ ・Hyundaiなどが機能安全要求について研究開発を進めている。 

産業化 △ ↘ 
・Hyundaiなどが機能安全要求について研究開発を進めているが、産

業化までには至っていない。 

 

（８）引用資料 

 1) Penzenstadler, Birgit; Raturi, Ankita; Richardson, Debra; Tomlinson, Bill. Safety, 

Security, Now Sustainability : The Non functional Requirement for the 21st Century. 

IEEE Software. 2014, May/June, p. 40-47. 

 2) Hilty, L. M. et al. The Relevance of Information and Communication Technologies for 

Environmental Sustainability. Environmental Modelling and Software. 2006, vol. 21, 

no. 11, p. 1618-1629. 

 3) Leveson, N. Engineering a Safer World: Systems Thinking Applied to Safety, MIT, 

2011. 
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３.７.４ システムアシュアランス 

（１）研究開発領域名 

システムアシュアランス 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

安全性やディペンダビリティ（広義の信頼性）などのシステムの属性（attribute）に

完全、客観、絶対を求めることが実際的にも概念的にも極めて困難であることが明らか

になるにつれ、リスク評価やそれに基づく機能安全の概念が、社会的に受け入れられは

じめている 1)。前者の立場を仮に絶対的な立場、後者を相対的な立場とよぶこととする。

この二つの立場は、安全性やディペンダビリティなどの属性の評価方法、および、評価

結果の判断基準の設定に関して異なる前提を持っている。 

絶対的な立場では、これらの属性は万人が認める客観的な法則や事実に基づいて評価

することが可能であり、またそのような評価がなされるべきであるとする。判断基準の

設定についても、万人が認めるべき「絶対に安全」等の基準を、客観的な法則や事実に

基づいて確立することができ、また、そのような記述を確立するべきであるとする。し

たがって、誤りの混入を除けば、システムは「絶対に安全」か否かの二者択一の判定結

果だけが評価の利用者にとって重要なことになる。 

相対的な立場では、属性の評価方法にも、判断基準の設定にも、評価者の主観に基づ

く部分があることを前提とする。この場合、諾否の判定結果だけでなく、評価の過程が

明示されることが評価の利用者にとって重要なことになる。この明示には、評価がどの

ような主観にもとづいてどのようになされたか、安全性やディペンダビリティがどうい

う意味で考えられているか等の記述が含まれる。評価の利用者は、これらを検討した上

で、システムの安全性やディペンダビリティについて各々の判断を下すことになる。結

局のところ、相対的な立場で問題となるのは、システムの開発者、利用者を含む各関係

者がシステムの安全性やディペンダビリティについて十分な「確信」を得ているかどう

かである。この確信を与えることをシステムアシュアランス（system assurance）と呼

び、より強いシステムアシュアランスを得るためのアシュアランス活動（assurance 

activity）が展開されている。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 一般システム理論 

Bertalanffy による文献 2)が初期の一般システム理論に関する古典的文献としてしば

しば引用される。1968 年に刊行された同書では一般システム理論の要求に応える「新し

い」研究動向としてサイバネティクス（制御理論）、情報理論、ゲーム理論、決定理論、

グラフ理論、因子分析等が挙げられており、応用を含むシステム科学の分野としてシス

テム工学、オペレーションズリサーチ、人間工学などが挙げられている。 

Luhmann の講義録 3)も一般システム理論の概説として広く引用されている。そこで

は一般システム理論におけるモデルの変遷が、均衡の概念に基づいて安定と撹乱に関す

る考察を行う均衡モデル；閉鎖システムと開放システムを扱うための入力—出力モデル、

刺激—応答モデル、及びブラックボックスモデル；サイバネティクスや制御理論にみられ
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るフィードバックモデルなどを通して説明されたのち、『システムは形式である（ただ

し形式の概念がシステムと環境の差違にあてはめられるという前提のもとで）』との見

解が述べられる。 

文献 2)は、生物学、心理学、経済学、社会学、物理学、化学などのいろいろな科学に

みられる理論の「同形性」に注目し、数理科学的方法が物理学や化学のみならず、これ

らのいろいろな科学に適用できることを強調している。しかし、理論の同形性の理解は

一般常識に委ねられ、同形とはどういうことなのかについて、数理科学的な考察が深く

加えられているわけではない。この方向の考察はその後も発展していないが、例えば、

代数構造を対象化して比較する函手意味論（圏論を用いて形式的体系の意味論の一般的

な与え方を議論する理論。Lawvere の文献 4)に始まる）などの応用の可能性がある。 

大規模で複雑なシステムをどのように扱うのかは、システム科学の今後にとって極め

て重要である。文献 2)ではしかし、理論の同形性に焦点をあて、大規模性や複雑性に対

する関心が少ない。一方、Luhmann の文献 3)では、「形式」や「自己組織性」、「観

察」、「再参入」、「複雑性」など、大規模で複雑なシステムを考察する時に重要な視

点を取り入れている。そのためには、微分方程式による記述などの解析学的手法だけで

は不十分である。Luhmann はこれを補うものとして数理論理学的な手法に着目してお

り、特に、文献 5)の体系を基にして記述と分析を試みる。文献 5)は数理論理学をゼロか

ら展開するが、二十世紀の数理論理学の主流からはずれた個性的な記述を採るために他

の文献との関連がわかりにくい上、命題論理に相当する部分だけで、述語論理に相当す

る部分（限量子）がない。 

開放システムは伝統的には熱力学で用いられた概念である。そこでは「外界」との物

質やエネルギー、あるいはエントロピーの交換がないシステムと規定された。文献 3)で

はエネルギーやエントロピーだけでなく「情報」の交換にも注目して社会システムにお

ける開放システムを論じるが、情報の内容について踏み込んだ定式化は与えられていな

い。今後、情報の定式化をもっと詳細にした上で開放システムの考察を進めることが求

められる。 

ところで、文献 2)や文献 3)では、Shannon の情報理論を出発点として情報に関する考

察を進める傾向がある。しかしこれでは情報の質的あるいは意味的な側面を論じること

ができず、情報処理の多くの側面を捉えることはできない。既に 1960 年代後半、梅棹

忠夫と湯川秀樹は、Shannon の情報概念で情報処理の対象を取り扱うことの不十分さを

指摘している 6)。梅棹らは Shannon の情報理論に代わる「情報物理学」の必要を感じた

が、その後情報物理学の発展は見られなかった。その役割を不十分ながら果たしつつあ

るのが、現在の情報科学におけるプログラム意味論であると見なすことができる。 

もっとも、プログラム意味論が複雑で大規模なシステムを十分に取り扱うことができ

ているとはまだいえない。大規模システムを取り扱うために抽象データ型の理論 7)が提

出され、その数学的背景として普遍代数 8, 9)や函手意味論 4)が用いられた。これらはプ

ログラムを入力から出力への関数とみる立場に立って必要な操作の構造を代数系によっ

て表現する理論である。さらに 90 年代末になって、代数の双対概念である余代数が、

停止しないプロセスを記述するのに有効であることが示された 10)。代数による理論と余

代数による理論は、Luhmann のいう入力—出力モデルと刺激—応答モデルに対応する。
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これらの過去の業績の上に立って、System of Systems の数理科学的な根拠を構築する

ことは、システム科学が進むべき一つの重要な方向であろう。 

(3-2) 検証と妥当性確認の枠組 

検証はシステムの実体（実現）が仕様を満たすよう正しく作られているかを調べるこ

とを言う 11, 12)。検証の概念は、システムの実体とそれを記述する仕様の二つが常にある、

という二元論を前提としている。数理論理学における形式理論（仕様に相当する）とそ

のモデル（実体に相当する）は、この二元論を数理的に表現する概念として広く受け入

れられている 13)。（なお、ここでのモデルは、形式理論による抽象的な記述に適合する

ように構成されたより具体的な対象を指す。論理学以外の分野、特に工学での一般的用

語としての「モデル」は、具体的な対象を抽象化した結果を指すが、論理学では意味が

異なる（逆になる）ので注意を要する。どちらも、与えられた対象をより扱いやすい対

象に変換するものである。数理論理学では、形式理論を対象としてその性質を調べる目

的でより具体的な対象を考えるため、このような逆転が起きる。） 

検証は一般的には観察によって行われる。システム自体を観察して仕様通りになって

いるかどうかを確かめる（静的な観察）他、システムが「動作」するものの場合には、

システムの実体を実際に動作させ、仕様通りの動作かどうかを（動的に）観察する、い

わゆる試験（テスト）が重要な検証方法である 14)。 

システムの実体が同時に別のシステムの仕様になっている場合もあり、その場合には、

システムの動作をテストによらずに検証することもできる。たとえばソフトウェア（ソ

フトウェアはシステムの一例である）の実体であるソースコードは通常高級プログラミ

ング言語におけるプログラムであるが、これはそれ自身、それがコンパイルされる目標

言語（アセンブリ言語など）のプログラムの仕様だと見なすこともできる。プログラミ

ング言語の意味が明確に決まっておれば、ソースコードをよく観察することによって、

それがどのように動くかが決定し、仕様通りの動きかどうかを推論することができる。  

実体が別のシステムの仕様になるのはソフトウェアに限らず、大規模なシステムでは

広く見られる。このような場合には、検証を推論によって行うことができる。一般には

この推論は非常に煩雑なものになるが、近年の情報科学の発達の結果生まれた定理証明

支援技術を用いて、煩雑な、しかし型通りの推論を計算機によって支援することができ

るようになり、「定理証明による検証」の可能性が広がりつつある。 

検証だけではシステムのアシュアランスは得られない。必ずしも明文化することがで

きないユーザのニーズや使用目的に対して、正しいシステムが作られていることを確認

する必要がある 12)。まず、システムの仕様がニーズや目的に適ったものかどうかを確か

める必要がある。さらに、検証過程が適切なものかどうかも確かめる必要がある。検証

過程の執行が適切であるかどうかだけでなく、検証過程そのものがそもそも適切に設計

されているかどうかについても、何らかの形で確かめられなければならない。  

また、システムの外に目を向けて、システムが周りの環境に受け入れられるものであ

るかどうかを確かめることも必要である。社会的、倫理的、法律他の規則、そのときの

技術水準、などいろいろな基準に照らしてシステムを確かめる必要がある。 

これら、検証の枠組の外でのシステムの確認をまとめて妥当性確認という 12)。妥当性

確認は、その根拠とする基準に常に不明確さが残る。検証の「適切さ」も参照すべき外
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部基準も、いずれも完全に明確には記述しきれないものである。参照すべき外部基準の

リストが明確に与えられることはないし、各々の外部基準がそれ自体、不確定である場

合もある。社会的常識は不明確なもののよい例だが、明確に決まっているように見える

法律も、実は解釈が時代によって変わることを考えると、不明確さが残るといわなけれ

ばならない。 

(3-3) 検証 

大規模で複雑なシステムの試験では、テストケースの選択が大きな問題である。大規

模で複雑なシステムでは、テストすべき入力データ、つまりテストケースの数が膨大で

あり、あらゆる場合を尽くす全数検査が不可能であるが、それでは「どのテストケース

をどのような基準で選ぶべきか」ということが問題になる。特に情報処理を含む巨大シ

ステムの場合、システムの動作が環境の変化に関して連続ではなく、微細な環境変化が

動作を全く変えてしまうことが普通なので、機械システムや電子システムなどのテスト

ケース選択とは異なる基準が必要である。 

情報処理におけるテストケースの選択は古典的には被覆  (coverage)、つまりいろいろ

な分岐の枝をどれくらい尽くしているか、をもとに基準が作られてきた。これはシステ

ムの実体の構造に依存して行なう、いわゆる white box test である。試験結果が実体に

依存することになり、望ましい状況ではないが、これ以上のことができなかった。 

近年になって、model based testing15, 16)の考えが広がっている。これは、仕様を明確

に記述し、実体ではなく仕様をもとに coverage などを算出しながら、テストケースの

設計をしようとするものである。したがってここでいう model は仕様にあたる。また、

この方向を延長して、形式理論として対象化した仕様から、テストケースを自動生成す

る技術が過去十年間に発達している。このために有効なのが形式理論の充足可能性判定

に 関 す る SAT (SATisfiability) solver17) 、  SMT (Satifiability Modulo Theory) 

solver4, 18, 19)等のソフトウェアである。これは論理式を与えると、それを真とする解釈

が存在するかどうかを判定して、存在する場合には、各変数の具体的な値を計算して返

すものである。これを使ってテストケースを計算させることができる。 

形式理論として仕様を対象化することからもう一つの可能性が生まれている。これは

モデル検査の手法である。様相論理の一つである modal μ calculus においてシステム

の動作を記述すると、検証項目をあらゆる動作にわたってしらみつぶしに検査すること

ができる。これは modal μ calculus20, 21)における形式理論が必ず有限モデルを持つこ

と(finite model property22))を根拠とする技術である。その後 modal μ calculus をいろ

いろに制限して高速な検査を可能にする研究（計算木論理(Computation Tree Logic, 

CTL23)、線形時相論理 Linear Temporal Logic, LTL24)）、あるいは拡張してより詳細か

つ複雑な仕様を書くことを可能にする研究（実時間モデル検査 25)、確率モデル検査 26)

など）が進められる一方、検査技術の研究（モデル検査器の開発）にも大きな努力が払

われている（SMV27)、 Spin28)をはじめ多数）。 

以上は試験による検証の技術であったが、システムの実体が下位システムの仕様等の

記述である場合には、実体が仕様を満たすことの確認を適切な形式体系の中の形式証明

を構築することによって行うことができる。これを定理証明による検証という。このよ

うな形式証明は、一般には極めて煩雑になってしまい、計算機による処理が求められる。
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計算機による定理自動証明は計算機技術黎明期からのテーマであるが、ここで求められ

るのはむしろ、計算機が証明を作ることよりも、証明に間違いがないか、システムに変

更があった時にどこの証明を見直さなければならないかのトレースをとることなど、ど

こかで（計算機あるいは人間によって）書かれた証明をデータとして処理することであ

る。そのような研究分野が情報科学における定理証明支援系と呼ばれるものであり

(Coq29), Agda30), HOL31), Isabelle32))、近年では関数型プログラミング言語などのプログ

ラミング技術と合流して大きな流れを作りつつある。 

(3-4) 妥当性確認とアシュアランスケース 

実装（モデル）が仕様を満足していることを確かめるのが検証であるのに対し、仕様

が意図通りに記されているかどうかを確かめる作業を妥当性確認という。情報システム

や大規模プラントなど、大規模で複雑なシステムでは、仕様の記述が膨大であるのが普

通で、仕様がそれを書いた者の意図通りになっているかどうかは、自明ではない。 

検証や妥当性確認に加え、これらの確認作業の方法が適切であるかどうかの確認も必

要である。検証や確認の対象となる主張、それらの項目が成り立つことの議論およびそ

の根拠を提供するデータ（テスト結果、モデル検査に用いた状態遷移機械の記述と検証

項目、検証結果を表す形式証明など）を記した文書をアシュアランスケースと呼んで、

リスクコミュニケーションのために用いようという動きが近年盛んである。認証のため

の提出文書にアシュアランスケースを要求する事例もでてきており、アシュアランスケ

ースに関する国際標準も次々に制定されつつある。 

アシュアランスケースは、全くの自由形式で書かれてよいものである。しかし、意思

疎通を容易にするためには、一定の構造を持たせた方が好都合であり、アシュアランス

ケースが持つべき構造が研究された (GSN33), CAE34), Toulmin diagram35), D-Case36)) 。 

その結果、アシュアランスケースは、数理論理学における形式証明と同様の構造をも

つべきことが明らかになった 37-39)。）この考察を押し進め、アシュアランスケースの構

造を明確にして、機械処理を可能にしようとする形式アシュアランスケースの研究もあ

る 40)。その背景には情報科学における定理証明支援系研究の成果がある（Agda, Coq, 

HOL, Isabelle）。 

以上はアシュアランスケースの構文的な構造であるが、意味的な構造を明らかにしよ

うとする研究も進められている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

複雑で大規模なシステムを的確に理解するための数理科学的な基盤が求められている。

一般システム理論を発展させて、社会学や経営学などにも適用しようとする Luhmann

らの仕事 41)は、そのための一つの有望なアプローチを提供している。 

妥当性確認は、妥当性確認過程自体の確認をも含む。これは自己参照である。自己参

照は矛盾を導き得るが、その矛盾を避ける方法も現在ではいくつか知られている。

Luhmann3)は自己参照を一般システム理論の重要な項目としてあげており（「再参入 

re-entry」）、文献 5)を用いて、いくらか数理科学的な分析をおこなっている。しかし、

そこで用いられている形式体系の枠組は学界による検討を経たものとはいいがたく、二

十世紀の数理論理学の発展を反映していない。自己参照は情報科学においても中心的課
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題の一つであり 10, 42, 43) 、高階論理 44)や構成的型理論 45)などの学術的に評価が確立した

形式体系を用いて、システム工学(systems engineering)への応用を図ることは、システ

ム科学における大きな科学技術的課題である。 

妥当性確認の技術的研究は、検証の技術的研究に比べて大きく遅れを取っているが、

大規模で複雑なシステムの取り扱いには、検証よりもむしろ妥当性確認が必要とされて

いる。妥当性確認には系統的、科学的手法があり得ないと考える者もいるが、例えばア

シュアランスケースは、妥当性確認の結果を客観的に記述するためのものとして広く受

け入れられつつある。アシュアランスケースは合理的な議論を記述するためのものであ

るから、情報科学、論理学、存在論をはじめとする学術研究の対象である。一方、アシ

ュアランスケースは、システムに関する確信を社会で共有するための文書であるため、

標準化や認証などの政策と一体となって発展させるべきものである。 

以下に、アシュアランスケースに関する科学技術的・政策的課題をいくつかあげる。 

1. 確信の問題。数学の証明と違い、アシュアランスケースには蓋然性の議論が含ま

れる。したがって、アシュアランスケースの確からしさや議論の確実さを量的あ

るいは質的に評価する方法が求められる 46, 47)。 

2. オントロジー・整合性。現実をよく反映したアシュアランスケースを記すための、

系統的な語彙の与え方（オントロジー）が求められる。また、アシュアランスケ

ースは一般に膨大な文書になるため、自動的、機械的な整合性検査が求められる
40)。 

3. 評価法。アシュアランスケースは認証のための提出文書等として用いられるため、

アシュアランスケース自体の客観的な評価法の提示が求められる 48, 49)。 

4. 標準化。確信を社会で共有するためには、アシュアランスケースが対象とするシ

ステムおよびシステムに期待される性質に関する社会的合意が必要である。その

ための標準化活動を、システム科学技術に関する政策立案者と研究者・技術者が

連携して展開することが求められる 11, 50, 51) 。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

アシュアランスケース手法を用いたシステムアシュアランスが注目を集めている背景

の一つとして、システムに関する標準規格や安全規制の性格付けがここ十年ほどで世界

的に大きく変化しつつあることが挙げられる。従来の「規範的（prescriptive）規格・

規制」では、開発者・運用者に求められたのは規格・規制の示す特定の技術的要求を満

たすことであり、それが規格・規制の目的を達成するのに十分かどうかは規格制定者・

規制者側の問題と考えられた。それに対して、近年の「目的に基づいた（goal-based）

規格・規制」のアプローチでは、開発者・運用者自らが目的に対するリスクを分析して、

適切な技術的要求を設定し、目的が十分に達成されていることを議論と証拠で示すこと

が要求される。この変化は、複雑・大規模なシステムの障害・事故を通して、規範的規

格・規制に限界があり、ある場合には全く有効でないことが認識されてきた結果でもあ

る。 

上記の変化で、ここ数年で特に影響が大きいものの例として、以下が挙げられる。 

・ ISO 26262 Road vehicles – Functional safety （10 パート、2011～2012 年発
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行） 52): ISO 26262 は自動車の電気・電子機器の機能安全に関する ISO 国際規格で、

車載機器のライフサイクル全体を通じて安全ケース（安全性のアシュアランスケー

ス）を作成し活用することが鍵となる（機能安全とは、安全関連機器が機能するこ

とによって安全性を確保することをいう）。これはアシュアランスケースの概念を

初めて自動車産業に導入するもので、新概念を消化しようとする産業側の活動や、

そのニーズを受けた大学等での研究が急速に活発化している。日本でも、JasPar

によって機能安全テンプレート、同記入ガイド、等が開発されている 53)。 

・ 医療用機器へのアシュアランスケースの適用: 米国 FDA は、501(k)制度（医療用機

器市販前申請認可制度）の改善に関する 2010 年の報告書において、機器申請にア

シュアランスケースを要求していく方向性を示し、2011 年から特に輸液ポンプの

認可にアシュアランスケースを用いるパイロットプログラムを進行中である 54, 55)。

これも、それまでアシュアランスケースに馴染みのなかった産業分野への導入であ

り、医療機器産業による対応とそれを支援する学術的研究が急速に活発化してい

る 56)。 

関 連 し て 、 医 療 用 機 器 の 安 全 性 に 関 す る 英 国 の プ ロ ジ ェ ク ト Chi+Med

（Computer-Human Interaction for Medical Devices）57)においても、アシュアランス

ケースの利用が検討されている。 

新しい分野の規格・規制にシステムアシュアランスの考えが導入される度に、産業側

は上記のような急速な対応をしてきたが、アシュアランスのための費用が大きいことか

ら導入に抵抗が示されることも多い。費用増大の要因に、たとえ共通の技術部品でも、

使用先のシステムごとに、また適用分野別の規格・規制ごとにアシュアランスを繰り返

さなければならない点がある。安全性のアシュアランスと認証に関する EU の 大型プ

ロ ジ ェ ク ト  OPENCOSS (Open Platform for EvolutioNary Certification of 

Safety-critical Systems)58)は、合成的・進化的な手法によってアシュアランスの部品化・

再利用を促進し、分野に跨る認証の共通基盤を構築することで、アシュアランスと認証

にかかる時間・費用を大幅に削減することを目指している。 

アシュアランスケース手法の普及のために、アシュアランス議論の具体的・標準的な

表現法の確立や計算機上でアシュアランスケースを扱うツールの整備が進められている。

表現法としては、航空・鉄道分野でも採用された Goal Structuring Notation（英 York

大）が普及してきている 59)。また、アシュアランスケース・ツールの相互互換性を目的

としたデータ形式として、OMG SACM (Stuctured Assurance Case Metamodel)標準仕

様が開発されている 60)。 

 

（６）キーワード 

システムアシュアランス、アシュアランス活動、検証、妥当性確認、一般システム理

論、再参入、形式、理論の同形性、自己組織性、観察、複雑性、高階論理、構成的型理

論、情報、函手意味論、普遍代数、余代数、アシュアランスケース、メタアシュアラン

スケース、形式アシュアランスケース、定理証明支援系、GSN、CAE、Toulmin diagram、

D-Case、確信、モデル検査、SAT solver、SMT solver、model based testing、有限モ

デル性 (finite model property)、 
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（７）国際比較 

検証に関しては膨大な活動があり、単純な比較が意味をなさないので、ここでは、近

年急速に立ち上がっているアシュアランスケースに関する研究開発について比較する。 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ ・形式アシュアランスケース。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・産学連携の試みを開始 (D-Case研究会)。 

産業化 ○ ↗ ・国際標準への貢献(ISO 15026改訂作業の分担)。 

米国 

基礎研究  ○ →  

応用研究・
開発 

◎ → ・アシュアランスケース生成技術(NASA Amesの活動)。 

産業化 ◎ ↗ 
・政府認証に取り入れつつある(FDAによる輸液ポンプ認証など)。国

際標準への貢献(ISO 15026改訂のリーダシップ)。 

欧州 

基礎研究 ◎ → ・安全工学、ディペンダビリティ工学など。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・産学の連携が密。自動車や航空、医用機器、軍用技術その他。 

産業化 ◎ ↗ 

・国内規制にアシュアランスケースが用いられている(特に英国)。コ
ンソーシアム、ベンチャーなどが盛ん(GSN, Adelard)。事故調査に
も用いられている(Nimrod墜落など)。国際標準への貢献(IEC 62741
提案)。 

中国 

基礎研究  × →  

応用研究・
開発 

△ →  

産業化 △ →  

韓国 

基礎研究  × →  

応用研究・
開発 

△ →  

産業化 △ →  

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.５ コンセプトエンジニアリング 

（１）研究開発領域名 

コンセプトエンジニアリング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

コンセプトエンジニアリングとは、「新たな創造を実現していくための、システムの

理想的なあり方を戦略的に表現している概念を構築し、実現していくための技術」を指

す。つまり、システム構築のライフサイクルの上流工程において、アイデアを作り出し、

そのキーとなる特徴を抽出し、関連する専門分野を統合して抽象的なレベルでアーキテ

クチャを構想し、実現性を含めて評価・確認するための総合的・構造的なアプローチで

ある 1)。この意味で、システムズエンジニアリングがシステム構築の長いライフサイク

ルを通じて確実に実現するための工学であるのに対し、コンセプトエンジニアリングは、

「高い抽象度」、「戦略的な特徴への集中」および「短時間での実施」というシステム

構築の上流工程であるための特徴に合わせた工学である。 

歴史的には、すでに 70 年代初頭に、コンセプトエンジニアリングをキーワードとす

る文献 2)が米国で発表されている。現在とほぼ同様の意味として使用されており、当時

から、初期段階でコンセプトを適切に定義し、それを製品化に結びつけるという考えが、

このコンセプトエンジニアリングという言葉に込められていたことが分かる。ただし、

当時はシステムが特定の適用領域に閉じたもの（例えば、単独の自動車など）であった

ため、必ずしもコンセプトエンジニアリングがなくても対応ができたため、その後の研

究は新たなアイデアを生み出すコンセプトメイキングに集中していった。 

これに対して、近年スマートグリッドなどを代表とするような、複数領域システムが

統合されたシステムが必要なったため、構造的なアプローチとしてのコンセプトエンジ

ニアリングの重要性が急激に増してきた。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

一般的な用語である「コンセプト」と「エンジニアリング」のコンビネーションとし

ての「コンセプトエンジニアリング」は、少なくとも海外においては比較的長い期間に

わたってある程度認知を得ている。しかしその工学的かつ具体的なアプローチについて

は、いまだに体系化されていないというのが実情である。更に、上述した通り、これま

ではシステムが単一分野（例えば、自動車などドメインが単独であるか、ソフトウェア

のように分野が単独）であったため、高い能力を有する個人がいれば対応することがで

きた。しかし、スマートグリッドやスマートシティなどを代表とする分野統合的なシス

テムでは、これまで独立なシステムとして構築されていたものが統合されて、一つのシ

ステムとして機能する必要がでてきた。このような分野統合的なシステムを社会に実装

するためには、技術的な側面だけでなく、社会的側面（法制度など）も含めて、同時に

考える必要がある 3)。このため、複数の人が協同して検討をする必要がでてきたため、

個人の暗黙知と感覚に依存するのではなく、どのような考え方に基づいて、何のために

何をやっているのかについて、体系化・明示化されたアプローチが必要となってきた。

このような背景から、近年急激にコンセプトエンジニアリングに関する研究が進められ
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てきている。 

コンセプトエンジニアリングに似た活動として、コンセプトメイキングやコンセプト

デザインという活動がある。これらはどちらもコンセプトを作り出すことに中心をおい

た活動であり、アイデアを作り出し、それの特徴を抽出し、更に実現性を含めながら抽

象的なアーキテクチャを構想し、評価・確認するといった、システム構築の上流工程に

おけるトータルなプロセスをカバーしたものとなっていない。 

また、意匠デザインを中心としたデザイン分野としては、作り出したコンセプトをプ

ロトタイピングすることが容易であるため、これまでもいわゆるプロトタイピングを通

じてコンセプトを明確にしていく活動が進められてきた。しかしながら、システム全般

については必ずしも明示的には実施されていない。これらの活動は、コンセプトエンジ

ニアリングの一部を担うものとはなるが、コンセプトを作り出すすべての活動を網羅し

ておらず、必要な活動を十分にカバーするものとなっていない。1998 年に発表されたサ

ーベイ論文 4)を始め多数の論文で、上流（コンセプト設計）フェーズでの判断が、ライ

フサイクル全体のコスト・性能・信頼度・環境影響度など極めて広範な要素に重大な影

響を与えることが指摘されている。しかもこのフェーズでは入手可能な情報が最も少な

いことが大きな制約となっている。 

海外においては以下に示す通り、本開発領域に関連する研究が様々なアプローチで実

施されてきた。文献 5)では、プロトタイピングプロセスの体系的な評価を試みており、

コンセプトフェーズにおける作業が重要な役割を果たしていることを指摘している。た

だし、プロトタイピングプロセスに限定した評価となっており、コンセプトに関わるす

べてのプロセスに関するものとなっていない。また、概念としてはコンセプトエンジニ

アリングに関連するものであるが、用語としては必ずしも陽に使われているわけではな

い。文献 6)においては、調査の結果、製品開発の競争力に最も強い影響を及ぼすのがコ

ンセプトエンジニアリングであると結論づけている。また、コンセプトフェーズに注目

しつつ、ライフサイクル全体の理解と、その間、関係者が適切に情報を共有することが

不可欠であるとも主張しており、体系的なマネジメントとして捉えることの重要性を指

摘している。つまり、コンセプトエンジニアリングのような考え方の重要性は述べてい

るものの、ではコンセプトエンジニアリングがどういったものであるかなどについての

検討は含まれていない。文献 7)ではコンセプトエンジニアリングをサポートする支援解

析システムとして、“Conceptual design support and analysis system (COSDAS)”と

呼ばれる、適用分野に依存しないフレームワークを示している。この COSDAS システ

ムをある種のテストベッドとして活用することにより、設計作業の体系的な記録や分析

を試みている。文献 8)はコンセプトエンジニアリングにおけるアイデア創出の手法に関

して幅広く調査・評価してその特徴を整理している。この目的のため、デザインコンセ

プトを創出する過程を記録・測定するソフトウェアを開発し、手法、問題の種類、作業

者等にどの程度依存するかを検討している。ここでは論理的に手法を提示することは決

して創造性を損ねるものではないということが確認されており、俯瞰的なアプローチの

重要性が強調されている。 

以上のように、海外においては、コンセプトエンジニアリングに関連する研究は様々

な切り口とアプローチによって継続的に推進されており、一つの専門分野が構成されて
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いる。ただし分野に依存しない体系的なエンジニアリング活動という観点としては、ま

だ緒に就いたばかりであり不十分と言わざるを得ない。 

一方、我が国では、当該分野における論文もほとんど存在せず、研究開発の対象とし

ては認識されていなかった。研究開発ではないが、数少ない企業での組織的取り組み事

例として確認されたのが、（株）東芝のケース 9)と（株）東レ経営研究所のケース 10)く

らいであり、海外と比較して本分野における学術的な取組みに関して明らかに遅れを取

っている。 

以上の経緯を踏まえて、上流フェーズで適切なコンセプトを創り上げ、それを体系的

に実現するための手法である「コンセプトエンジニアリング」を研究する意義は大きい。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

コンセプトを作り出し、それを実現につなげていくことは、イノベーション創出にお

いても大変重要であり、個別技術分野・製品分野に対する基礎的な研究は、これまでも

実施されてきた。しかしながら上流システム工程であるコンセプトフェーズにおいて、

適用分野に依存しない体系的な設計手法に対する研究開発は必ずしも十分に研究されて

いない。特にコンセプトの構築には技術的側面のみならず、組織活動や調達側・供給側

に関わる要素も加味する必要があり、総合的かつ構造的にアプローチする手法の確立が

大きな課題となっている。さらに複数のコンセプトを体系的かつ定量的に評価した上で

最適なものを選択するための手法についても十分とは言えない。 

現在、イノベーション創出を目的として、デザイン思考などのアプローチが注目を浴

びてきている。デザイン思考やワークショップなどは文部科学省、経済産業省などでも

イノベーション創出のための手法として政策的にも活用されている。しかし、デザイン

思考は人間中心的なアプローチのため、人が強く関わる対象分野に特に有効なものであ

り、上述した分野統合的なシステムの人に直接的に関わらない部分も含めてコンセプト

をデザインするためには、より俯瞰的に分野横断的なエンジニアリングが必要となるが、

現在は明確に政策的には支援・教育が行われていない。このため、政府が今後ますます、

分野統合的な大規模システムを進めるときに、その実現を支援する体制が十分にとれな

いと考えられる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

システムズエンジニアリングの国際的団体である INCOSE (International Council 

on Systems Engineering)の中で、Model-Based Conceptual Design Working Group 

(MBCD WG)が 2012 年 5 月から活動を開始した。この WG は、コンセプトデザインに

モデルベース開発のアプローチを適用するというものである。コンセプトデザインとい

う言葉を使っているが、そもそも Model-based Systems Engineering がモデルをシステ

ム開発のライフサイクルを通じて活用していくという概念で作られているため、議論と

してはコンセプトエンジニアリングと同じレベルのものが実施されている。MBCD WG

は、オーストラリアのシステムズエンジニアリングの団体である SETE (Systems 

Engineering Test & Evaluation Conference )が中心となって立ち上げたもので、すでに

2012 年に 2 回、2013 年に 3 回の会合が SETE や INCOSE のシンポジウムなどで開催
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されている。INCOSE の論文誌である INSIGHT の 2014 年 12 月号で MBCD の特集が

組まれており、米国、欧州、オーストラリアから投稿された多数の論文から、20 件近く

が紹介される予定である。 

INCOSE が欧米（およびオーストラリア）を中心として MBCD を組織的に推進する

一方で、我が国ではこれに対応した活動は残念ながら不十分と言わざるを得ない。特定

の分野に限定することなく、広くあらゆる分野における製品・サービスに影響を及ぼし

うる技術分野であり、早急に着手することが必要である。 

 

（６）キーワード 

Concept Engineering, Conceptual Design, Concept Making, Model-based Concept 

Development, Innovation, Idea Creation 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↘ 
・一部体系化の試みは実施されたことがあるが、継続はしていな

い 2, 3)。 

応用研究・
開発 

△ → 
・一部、体系化されたものをもとに実際に活用を試みられたが、一部

のみでの継続に限定されている9-11)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

米国 

基礎研究    ◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

中国 

基礎研究  △ → ・工学的な応用をある程度想定した基礎研究の発表事例もある 13)。 

応用研究・
開発 

△ → ・実験を通した応用研究の実績もある14, 15)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

韓国 

基礎研究  △ → ・工学的な応用をある程度想定した基礎研究の発表事例もある 16, 17)。 

応用研究・
開発 

△ → ・工学的な応用をある程度想定した基礎研究の発表事例もある 16, 17) 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.６ SoS アーキテクチャ 

（１）研究開発領域名 

System of Systems（SoS）アーキテクチャ 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

実社会における課題を解決に導くためには、対象とする社会技術システムをグローバ

ルな観点から分析し、価値を最大化するために技術的なアプローチを採る必要がある。

今や実社会は、発電プラント、自動車、各種機械や産業用ロボットなどの物理的なシス

テムが、インターネットを含む通信ネットワークに接続されたコンピュータシステムに

よって管理、統制され、いわゆるサイバーフィジカルシステムとなっている 1)。すなわ

ち、社会技術システムは、そのライフサイクルを全般にわたってマネジメントすること

ができない複数の個々のシステムが複雑に相互関係性をもっている。このような、異質

な個々のシステムが独立して動作可能ではあるが、ある共通したゴールに向けて共にネ

ットワークされている大規模な統合された複数システムは System of Systems（SoS）

と呼ばれる 2)。こうした複雑な社会技術システムの中で、関心の対象とする製品やサー

ビスなどのシステムが、環境、経済、政策、技術の観点から、所望の機能を果たすこと

が求められている。当該研究開発領域は、社会技術システムを System of Systems とし

て捉え、さまざまな利害関係者からの要求を満たすアーキテクチャとそれを導くための

プロセスを研究する。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

INCOSE SE ハンドブック 3)で、「システムは、一つ以上の定められた目的を達成す

るために編成された相互作用する要素の組み合わせ」と定義される。また、アーキテク

チャ記述の国際標準 ISO/IEC/IEEE 42010 4)では、「アーキテクチャは、システム要素

とその関係性の中で具体化されたシステムの動作環境、ならびに、システムを設計し進

化させるその原則における、システムの基本概念または特性」と定義される。システム

ズエンジニアリングプロセスでは、対象とするシステム（system of interest）に関して

ライフサイクル全体を見渡した上で、要求分析を行い、そしてそのアーキテクチャを構

築することが極めて重要となる。 

しかしながら、近年では、対象とするシステムが、ライフサイクル全般にわたりマネ

ジメントすることができる単体のシステムではなく、ライフサイクルをマネジメントで

きないシステムを含めて複雑に相互関係性をもつ複数システムとなる場合がある。この

ような、異質な個々のシステムが独立して動作可能ではあるが、ある共通したゴールに

向けて共にネットワークされている大規模な統合された複数システムを System of 

Systems（SoS）と呼ぶ 2)。SoS は、大規模で複雑で、ネットワーク化されているため、

個々のシステムは独立して動作可能であるが、相互関係があり、SoS の要素であるシス

テムは、それぞれ異なるシステムライフサイクルを持つ。個々のシステムを最適化して

も SoS 全体の最適性は保証されない 5)。 

SoS の特徴としては、各システムの運用の独立性、各システムの管理の独立性、進化

的な発展、創発的な振る舞い、地理的な分布が挙げられる 6)。文献 7)ではこれらを、自
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立性、帰属性、接続性、多様性、創発性という 5 つの特徴にまとめ、文献 8)では、これ

ら 5 つの特徴により、従来のシステムがもつ調和性、集中化、プラットフォーム中心、

同質、かつ予見可能性という性質が、SoS ではそれぞれ、独立性、分散化、ネットワー

ク中心、異質、不確定性という性質になることを述べている。このような特徴をもつ SoS

を成功裏に導くには、既存、もしくは、新規のシステムが混在することで得られる能力

を、SoS を構成する部分の能力の合計よりも優れたものにするために、計画し、分析し、

編成し、統合するプロセスとして、System of Systems Engineering（SoSE）が必要と

なる 2)。しかしながら、これは容易なことではない。SoS の課題としては、次の点が挙

げられる 2)。システムズエンジニアリングで検討されるコンセプト、分析、制御、評価、

設計、モデリング、可制御性、可観測性、信頼性などを、どのように SoS へ拡張して適

用するのか。どのように SoS をモデル化し、シミュレーションするのか。SoS の要素と

なるシステム間のインタフェースをどのように扱うのか。SoS の創発的な振る舞いをど

のように扱うのか。SoS の境界は動的であり、これをどのように定めるのか。時間が経

つにつれて進化する SoS に関する要求をどのように扱うのか。 

このような SoSE の難しい問題に対処するためのマネジメントフレームワークとして、

文献 8)では、リスクマネジメント、構成管理、性能管理、政策管理、リソースマネジメ

ントをヒューマンファクタとして実施することを提案している。文献 9)では、SoSE の

プロセスを時間で展開した波モデルとして示し、多岐にわたる進化の繰り返しで構成シ

ステムの開発を促し、SoS を追加開発として特徴づけている。そこでは、外部環境から

の SoS への継続的な入力が重要であり、SoS の動的な性質に対処するための継続的な分

析を行い、SoS の進化が繰り返される。この過程の中で、アーキテクチャの進化もまた

重要となる。SoS アーキテクチャは時間とともに進化する SoS の持続的なフレームワー

クを与えると同時に、計画された SoS アーキテクチャが追加的に実装され、それ自身を

進化させる。 

SoS の進化をサポートするため、文献 10)ではリスク分析を用いた方法論が検討されて

いる。ここでは、化学プロセスの安全性を確保するために開発された HAZOPS(Hazard 

and Operability Study)を修正した形式で SoS の進化に関連するリスクを分析している。

また、文献 11)では、SoS を理解し進化させるためにシステムズモデリング言語 SysML

（Systems Modeling Language）を用いることについて論じられており、文献 12)では、

全球地球観測システム GEOSS（Global Earth Observation System of Systems）を事

例として、SysML を用いてシステムアーキテクチャをモデルとして記述し、シミュレー

ションモデルと結合させることでアーキテクチャの評価、分析、詳細化を進めるアプロ

ーチを示している。この他、マルチドメインマトリクス（Multi-Domain Matrix）を用

いることで、SoS に関する複数のドメイン、すなわち環境、社会、機能、技術、プロセ

スにわたる関係性を明らかにしている研究 13)、オブジェクトプロセス方法論 OPM

（Object-Process Methodology）に基づき、SoS アーキテクチャを分析し、その進化を

観測する研究 14)がある。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

INCOSE は 5 年ごとに 10 年後を見据えた将来ビジョンを示しており、2014 年に公表

された最新のシステムズエンジニアリング・ビジョン 202515)では、常に進化し続ける社

会で、環境、経済、政策そして技術などの新たな課題が発生していることを踏まえた上

で、その解決策が大規模で複雑なエンジニアリングシステムとなることを指摘している。

こうした解決策は、社会的に受容可能で、かつ、社会に対して価値を提供するときにの

み成功し得るものであり、ここに応用される技術は、関連する地域、あるいは地域の能

力と人的・物的資源に応じて調整されなければならない。そこでは、ライフサイクル全

般にわたる分析と、安定した統治環境に沿った安全で、堅牢で、かつ、持続可能な実装

が必要となる。特に、文献 16)では、価値を最大化することを目的として明確化する価値

駆動システムズエンジニアリングの重要性を論じるとともに、環境、経済、政策そして

技術の関係性を明確にするこれらの境界を越えたグローバルなコンテキスト分析の重要

性を述べている。また、文献 15)では、多数の利害関係者の関心事に対処しなければなら

ないという SoS の難しい課題には、そのシステムアーキテクチャの構築などに際して、

システムモデルに基づいてシステムズエンジニアリングを遂行するモデルベースシステ

ムズエンジニアリングやデジタル形式でのプロセスに移行することの重要性が強調され

ている。このような方向性に対しては、モデル間の矛盾を特定するためのアプローチが

必要と考えられる 17)。 

IEEE Systems Society では、製造業のサプライチェーン、車両－ドライバー－環境

システム、スマートグリッド、協調制御、同定、学習、適応、モニタリング、故障診断、

故障許容制御、SoS 自動制御アーキテクチャといった分野と、制御システムとの関連性

が述べられている 18, 19)。また、制御理論の観点から SoS について論じる研究 20)があり、

そこでは、マルチエージェントシステムの観点から個々人、業者や組織などでは解決困

難な問題を SoS によって解決に導く方向性を提示している。文献 21)では、サイバー攻撃

シナリオの検討を通して冗長設計と動的システムモデルと状態推定の 3 つの統合により、

コンピュータやコンピュータネットワークの安全を確保するためのサイバーセキュリテ

ィが報告されている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

システムズエンジニアリングの知識体系ガイド SEBoK では、SoS に対してどのよう

にアーキテクチャを構築するべきかという方向性を示している 22)。一方で、INCOSE お

よび OMG（Object Management Group）では、モデルベースシステムズエンジニアリ

ングの重要性 23)とともに、その基本となるシステムズエンジニアリング教育の必要性を

強調している。欧州では、SoS のエンジニアリングとマネジメントにおける研究と革新

に関する欧州ロードマップの策定に向けて、Cyber Physical Systems of Systems 

(CPSoS)の活動を 2013 年から開始している 1)。ドイツを中心とした活動として、2013

年 4 月には Industry 4.0 のレポート 24)が公表され、そこでは製造業を中心とする産業と

して Internet of Things (IoT)の活用が描かれている。サイバーフィジカルシステムとし

ての社会技術システムによる価値を生むための仕組みの議論がすでに始められている。

米国では、Industrial Internet Consortium25)が 2014 に発足し、ここでもサイバーフィ
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ジカルシステムによる革新を加速しようと試みられている。カーネギーメロン大学ソフ

トウェアエンジニアリング研究所では、システムとソフトウェアの購入者とエンジニア

（提供者）を越えて、複雑な SoS へのすべての参入者が、ユーザー要求への異なった見

方と期待を必要としている現状を踏まえ、SoS Navigator26)を提供している。これによ

り、SoS に関与する各リーダーに対して、彼らが置かれている状況で需要側と供給側の

重要な観点からの新たな気づきを与え、SoS コンテキストで現状と異なるビジネスモデ

ルの適応と持続が要求されているか否かを判断するための評価基準を示している。 

 

（６）キーワード 

System of Systems、アーキテクチャ、システムズエンジニアリング、社会技術シス

テム、サイバーフィジカルシステム、システムライフサイクル、対象システム、システ

ム設計、システム開発、モデルベースシステムズエンジニアリング、コンテキスト分析、

システム解析 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 × → ・SoSに関する基礎的な研究論文が見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → 

・SoSのシステム故障を防ぐための方法論を論じている 27)。 
・全球地球観測システムGEOSSを実現するにあたってのSoSの観点

や、情報システムとしてのアーキテクチャの課題が整理されている
28)。 

産業化 △ ↘ ・欧米に比べ、産業化に関連する明確な方向性は見えない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・IEEEやINCOSEなどに学術論文が多数あり、活発な議論がなされ

ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・産業界が連携して進展させようとしている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・IEEEやINCOSEなどに学術論文が複数あり、活発な議論がなされ

ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・産業界が連携して進展させようとしている。 

中国 

基礎研究  × → ・SoSに関する基礎的な研究論文が見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → ・CPS分野での応用研究が散見される。 

産業化   ・産業界としての動きの情報は現時点で得られていない。 

韓国 

基礎研究  × → ・SoSに関する基礎的な研究論文が見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → ・CPS分野での応用研究が散見される。 

産業化   ・産業界としての動きの情報は現時点で得られていない。 
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３.７.７ ライフサイクルマネジメント 

（１）研究開発領域名 

ライフサイクルマネジメント 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムには、設計から、構築、廃棄へといった複数の段階からなる時系列的な流れ

が存在する。この流れはライフサイクルと呼ばれ、各段階において性能や機能ならびに

品質、信頼性、安全性などのシステムの特性が確認され、様々な意思決定がなされるな

どして、各段階の進捗が管理される。この管理がライフサイクルマネジメントである。

ライフサイクルマネジメントの研究は、長期間にわたり発現するシステムの特性である

ライフサイクル特性（システム価値）を最大化するために必要なマネジメントに関する

研究であり、ライフサイクルにおける各段階の進め方に関する研究や、各段階で必要と

なる検討の順序に関係する研究が存在する。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

旧来の考え方では、システムが起動、使用される際の、システムに要求する機能の実

現保証が重要課題であり、将来に起こる可能性があることに対しては殆ど注意が払われ

なかった。しかしながら、システムの規模が拡大し、その使用期間が長期化するにした

がって、長期にわたるシステムの発展自体が要望として重要な側面の一つとなった。シ

ステムの長期間にわたり発現する特性に注意する必要が指摘され、ライフサイクルマネ

ジメントの必要性が認識されている。 

システムのライフサイクルは、開発（Exploration）、構想（Concept）、設計

（Development）、構築（Production）、支援（Support）、利用（Utilization）、廃

棄（Retirement）の 7 つの段階から構成される 1, 2)。各段階においてシステムの特性が

確認され、段階の進捗がマネジメントされる。このマネジメントがライフサイクルマネ

ジメントである。ライフサイクルマネジメントに関する研究は、後述するシステムのラ

イフサイクルにおける特性（ライフサイクル特性）を最大化するために必要なマネジメ

ントに関する研究であり、ライフサイクルにおける各段階の進め方に関する研究や、各

段階で必要となる検討の順序に関係する研究も含まれる。  

ライフサイクルマネジメントの対象を実質的な適用分野で考えると、建築物や車、電

気製品などの工業製品や、銀行のオンラインシステムや Web サービスシステムのような

ソフトウェアなど、様々に存在する。それらの対象に応じて、ライフサイクルマネジメ

ントを具体的に捉える活動、概念が存在する。代表的なものとして、プロダクト・ライ

フサイクルマネジメントとソフトウェア・ライフサイクルプロセスがある。   

(3-1) プロダクト・ライフサイクルマネジメント（PLM：Product Lifecycle Management） 3) 

製造業において、製品開発期間の短縮、生産工程の効率化、および顧客が要求する製

品を適切に市場投入できるように、企画・開発から設計、製造・生産、出荷後のサポー

トやメンテナンスまで、製品のライフサイクルを包括的に管理することが重要視されて

いる。これには、製品のライフサイクルに関係する製品データを共有化する情報システ

ムなどが構築され、数多く市販されている。 
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また、環境配慮型設計（エコデザイン）においては、製品のライフサイクルにおける

リユース、リサイクル、アップグレードなどを、企画・開発段階から計画し、製品設計

に埋め込むライフサイクルプランニングという考えも提唱されている。このライフサイ

クルプランニングもライフサイクルマネジメントに関連する概念として認識できる。さ

らには、顧客に対して物理的な製品を提供するだけでなく、販売後の製品サポートやメ

ンテナンスなどのサービスの提供まで含めたシステムを提供することで、製品の付加価

値を高める取組みが活発化している。この取組みはプロダクト・サービスシステム

（PSS：Product Service System）4-6)と言われ、プロダクトとサービスを一体化したシ

ステムのライフサイクルマネジメントの重要性が強く認識されている。   

なお、プロダクト・ライフサイクルマネジメントのライフサイクルとは異なる意味で

使用される用語として製品ライフサイクル（PLC：Product Life Cycle）が存在する。

製品ライフサイクルは、販売市場での製品の導入期、成長期、成熟期、衰退期の 4 つの

段階からなる、新製品の普及過程に関する概念である。製品企画やマーケティングなど

の分野では、製品システムと市場との関係、市場参入者との競争関係、顧客や社会的責

任などを考えた上での最適な製品ライフサイクルを設計することの重要性が議論され、

様々な手法が提案されている。 

(3-2) ソフトウェア・ライフサイクルプロセス（SLCP：Software LifeCycle Process） 

ソフトウェアの構想・設計から開発、導入、運用、保守、破棄に到るまでの工程全体

をライフサイクルプロセスと定義し、そのライフサイクルプロセスをマネジメントする

ために、構成する各工程について個々の作業内容、用語の意味などを標準化した枠組み

が提案されている。ソフトウェアの開発・運用に際しては、発注側と受注側の間で相互

の役割や責任範囲、各工程の具体的な業務内容について認識に差異が生じてしまうが、  

枠組みによって規定される標準モデルを活用することによって、相互認識を共通化する

ことが期待できる。 1995 年 8 月に国際標準化機構（ISO）によって策定された ISO/IEC 

12207 が SLCP の標準的なモデルとなり、日本では、1996 年 7 月に ISO 12207 を日本

語化したものが JIS X 0160:1996 として JIS 規格となっている。 

 

図 1 に、ISO/IEC 15288（JIS X0170）で定義されているライフサイクルプロセスを

示す 7)。このプロセスは、下記の合意プロセス、エンタプライズプロセス、プロジェク

トプロセス、テクニカルプロセスの 4 つのプロセスから構成される。 

・ 合意プロセス（Agreement Process）：製品またはサービスの取得‐提供に関する

合意を確定するための活動 

・ エンタプライズプロセス（Enterprise Process）：合意を確実に満たすための組織

の能力を管理し、プロジェクト遂行に必要な資源および基盤を提供する活動 

・ プロジェクトプロセス（Project Process）：プロジェクト計画を確立し、進捗を追

跡し、目標の達成までコントロールする活動 

・ テクニカルプロセス（Technical Process）：システムに対する要求を定義し、要求

を製品に変換し、サービスを提供するために製品を使用し、その効用を持続させ、

製品を終息させる活動 

上記のプロセスを円滑に進めるためのマネジメントに関する研究が存在する。プロジ
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ェクトプロセスに関しては、後述のプロジェクトマネジメントが関連するが、テクニカ

ルプロセスは、利害関係者要件定義（Stakeholder Requirements Definition）、要求分

析（Requirements Analysis）、方式設計（Architectural Design）、実装（Implementation）、

結合（Integration）、検証（Verification）、移行（Transition）、妥当性確認（Validation）、

運用（Operation）、保守（Maintenance）、処分（Disposal）の 11 種類のプロセスに

整理され、それらのプロセスのマネジメント方法に関する開発、研究課題が多く存在す

る。 

 

 

図 1 システムのライフサイクルプロセス 7) 

 

このテクニカルプロセスのマネジメントに関連して、その実行モデルとして V-model

が提唱され、システムの構築プロセスが整理されている。この中での V の意味は、シス

テムのライフサイクルにおけるテクニカルプロセスをグラフィカルに V字で表現したも

のであり、さらには、Verification と Validation の V&V モデルからも由来している。

V&V モデルは、システムが設定された目的に応じて構築されているかを検証するプロセ

スであり、「Verification：仕様に沿ってシステムを正しく構築しているのか？」、

「Validation：目的に適った正しいシステムを構築しているのか？」を検証するもので

ある。V 字型で表現されるプロセスの左側はシステムの仕様を記述していく流れを示し

ており、右側はテストの流れを示す。仕様策定部分は、ユーザ要求仕様→機能仕様→設

計仕様（詳細仕様）の順となる作業から構成される。また、テスト実行部分は、単体テ

スト→結合テスト→システムテストの順となる作業から構成される。 

ライフサイクルにおけるシステムの特性を評価することはライフサイクルマネジメン

トにおいて重要な位置づけとなる。システムの複雑化に伴って、ライフサイクルにおい

て重要な副作用が発生するようになった。柔軟性や保守性など、システムに要求される
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特性は、システムが最初に使われ始めた後で出現することが多い。これらの特性は英語

では"-ility"で終わることが多いので、イリティと総称される 8)。イリティとして扱われ

るシステム特性としては、品質、信頼性、安全性、柔軟性、堅牢性、耐久性、スケーラ

ビリティ、適応性、ユーザビリティ、相互運用性、持続性、保守性、試験容易性、モジ

ュール性、復元力、拡張性、機敏性、製造可能性、修理性、発展性などが挙げられる。

これらのイリティの定義、活用法に関する研究はライフサイクルにおけるシステムの定

量的評価を実現するうえで重要である。 

ライフサイクルにおいてはシステムの変更がしばしば発生する。マネジメントとして

は、その変更に対して適切に対応することが重要課題となる。システムの変更に対する

マネジメントとしては、コンフィグレーション・マネジメント（CM：Configuration 

Management，構成管理）がある 9, 10)。コンフィグレーション・マネジメントは、シス

テムのライフサイクルにわたる性能、機能的および物理的要件、設計、操作に関する情

報などを管理し、要求の変化に応じたシステムの構成変更に対応する。複雑なシステム

である軍事、IT サービス、土木構造物、生産システム、パッケージソフトウェアなどで

利用される。システムの構成変更を検討する際には、システムの構成要素間、サブシス

テム間、システム間の機能的関係を把握し、システムの部分的変更が及ぼす影響を考慮

することが重要とされる 11)。コンフィグレーション・マネジメントの方法論に関する研

究はシステムのライフサイクルをマネジメントする上では重要な研究課題として認識で

きる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

1) ソフトウェアではライフサイクルの標準モデルが示されているが、一般的にはライフ

サイクルという考え方の存在を示しているだけであり、そのライフサイクルの中でモ

デルがどのように変遷するかを具体的に議論することまでには至って居ない。ライフ

サイクルモデルが示すように、ライフサイクルに応じてシステムに対する認識は変化

し、モデルは変遷する。モデル間の整合性を確保し、モデルの生成や活用を効果的に

進める手法に関する研究が要望される。 

2) システムの大規模化、複雑化に伴ってシステムの変更要求に対する対応が複雑化して

いる現状が存在する。マネジメントの観点では、変更の影響が俯瞰でき、全体的な視

野でマネジメントすることが要望される。大規模、複雑なシステムを効果的に俯瞰で

きる手法が待望される。 

3) ライフサイクルマネジメントの対象が工業製品であるプロダクト・ライフサイクルマ

ネジメントに関する研究、実用化は進んでいる。しかしながら対象製品に特化される

部分が多く、汎用的な手法とし実用化されていない他の製品、システムへ使用するこ

とは困難な状況である。 

4) ライフサイクルという時間軸を意識し、将来のシナリオを想定したマネジメントを計

画することは有効である。推定する将来のシナリオの不確実な情報を扱い、システム

の計画、構築に対して有効に活用する研究が待望される。 

5) システムの変更は、一貫性を保証する体系的手法を使って提案され、評価され、実施

される必要がある。変更案は予想されるシステム全体への影響について常に評価され
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る。その際に、変更が規定通りに行われるかを検証し、部品やシステムの文書が実際

の構成を反映していることを確認することが重要である。完全な構成管理では、部品

毎、サブシステム毎、システム毎についての全システム情報が実体を反映するよう対

策をとる手法の開発が待望される。 

6) システムの大規模化、複雑化に伴い、システムに関係する知識も大規模、多様化する。

それらの知識を集約し、有効活用する人材も多分野から構成される。それらの人が持

つ知識を集約し、システムの構成要素間の関係を明確にする必要性はある。また、そ

れらの情報を可視化し、システムの共通理解を与えるプラットフォームの開発が重要

である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

現代社会が大規模に激変する時代を迎え、システムの外部環境の変化を深く考慮した

システムの構築、運用は極めて重要な課題である。また、複合システム（SoS：System 

of Systems）の時代と表現されるように、多様なシステムが複雑に相互作用を持つ現在

では、システムの変化、変更に対する適応性は必須である。この問題認識の視点から整

理する。 

1) プロジェクト・ポートフォリオ管理（PPM：Project Portfolio Management）12)：

同時に進行している全プロジェクトを対象に、プロジェクトの優先順位やリソースの

割当等を検討し、組織の戦略に基づいて計画／実行／管理／統制を行なうプロジェク

ト・ポートフォリオ管理（PPM）が存在する。この管理も、システムのライフサイ

クルを管理する上では重要であり、ライフサイクルマネジメントに関連する重要課題

である。 

2) チェンジマネジメント（Change Management）13)：システムのライフサイクルにお

けるすべての変更をコントロールするためのマネジメントである。システムの機能を

最小限の停止に止めながら、システムの変更を実現化する方法論である。システムの

運用段階において、顧客の要求、外部環境の要求などの変化に対する柔軟な対応を実

現する重要課題である。 

3) レジリエンス（Resilience）14-16)：レジリエンスとは、環境から加えられる擾乱に対

してシステムが適応し、平常状態をどれだけ維持できるかという能力のことである。

環境変化に対する生態系の回復能力を意味する概念であったが、技術システム、社会

システムにおいて、安全性・信頼性などよりも進んだ概念として注目され始めている

概念である。東日本大震災において甚大な災害を受けた日本においては、社会システ

ム、産業システムなどの機能復旧が問題視され、システムのレジリエンス性に関する

研究の必要性が強く叫ばれた。システムに対する想定外の危機発生に対する機能回復

力がシステムの評価指標となるが、 System of Systems においては多様な利害関係

者（Stakeholders）が関与しているため、総合的なレジリエンスを評価する方法論

の構築が必要である。  

4) システム構造の分析：システムのモデル化および分析は容易な仕事ではない。システ

ムの個々の要素を全て抽出するだけでなく、これらの要素がどのように互いに影響し

合い、また、これらがシステムの境界線を超えて他のシステムや外部環境とどのよう
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に相互作用するかを追跡する必要がある。システムを構成要素とそれらの影響関係か

らなるネットワークで捉えることにより、システムの変更に対する柔軟性や、変更が

及ぼす影響等が議論できる。さらには、DSM（Dependency Structure Matrix / 

Design Structure Matrix）や MDM（Multi Domain Matrix）などによるシステム

の構造を可視化し、分析するアプローチ 17, 18)は、行列表示でシステム要素間の関係

を示すシンプルな手法であるが、その可能性は高いと思われる 19)。  

 

（６）キーワード 

プロダクト・ライフサイクルマネジメント（PLM：Product Lifecycle Management）、

ライフサイクルプランニング、プロダクト・サービスシステム（PSS：Product Service 

System）、製品ライフサイクル（PLC：Product Life Cycle）、ソフトウェア・ライフ

サイクルプロセス（SLCP：Software LifeCycle Process）、V-model、コンフィグレー

ション・マネジメント（CM：Configuration Management）、プロジェクト・ポートフ

ォリオ管理（PPM：Project Portfolio Management）、チェンジマネジメント（Change 

Management）、レジリエンス（Resilience）、イリティ（ility）、DSM（Dependency 

Structure Matrix）、MDM（Multi Domain Matrix） 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↘ 

・手法の基礎となるモデル・理論の研究などはあまり盛んに行われて
いない。 

・大学等の教育機関では、ライフサイクルマネジメントは課題とされ
ていない。 

応用研究・
開発 

○ → 

・ライフサイクルマネジメントの市販システムを外部から購入し、活
用しようすることが多い。   

・日本的なマネジメント手法が残り、新しいマネジメント手法への移
行の障壁となっている。 

産業化 △ → 

・システムエンジニアリングに関する学術活動は低調であり、ライフ
サイクルマネジメントの必要性は理解されているが、実行性に乏し
い。 

・自動車産業等では継続的に研究・実践が行われており、世界的に高
いレベルにある。 

・社会システムの分野、特に教育や行政の分野では研究・実践が遅れ
ている。 

米国 

基礎研究  ○ ↗ 
・基礎研究が確実にされている。   
・大学等の教育機関では、ライフサイクルマネジメントは課題となっ

ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・基礎研究の成果を応用する流れが存在する。特に大学と企業との共

同研究が盛んである。  

産業化 ◎ ↗ 

・システムズエンジニアリング協会（INCOSE）の活動を通じて、ラ
イフサイクルマネジメントの普及活動は盛んである。 

・社会システム分野、特に、医療・福祉や教育の分野の研究・実践は
トップレベル。 

・プロダクト・ライフサイクルマネジメントを対象とした市販システ
ムが存在し、実務レベルでの活用が盛んである。  

・ソフトウェアに関するライフサイクルマネジメントに関しては、標
準モデルの策定や、マネジメント手法の標準化等、実務レベルにお
いて精力的に進められている 
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欧州 

基礎研究 ○ ↗ 
・システムの複雑性を定量化したり、構造分析の手法などの研究が行

われたりなど、基礎研究が確実に実施されている。  

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・基礎研究の成果を応用する流れが存在する。特に大学と企業との共
同研究が盛んである。 

・製品とサービスの統合システム（PSS）に関するライフサイクルマ
ネジメントの研究、実用化が盛んに検討されている。 

産業化 ○ → 

・システムズエンジニアリング協会（INCOSE）の活動を通じて、ラ
イフサイクルマネジメントの普及活動は盛んである。 

・プロダクト・ライフサイクルマネジメントを対象とした市販システ
ムが存在し、実務レベルでの活用が盛んである。  

中国 

基礎研究  △ → 
・大学等では、ライフサイクルマネジメントは研究課題として取り組

まれているようである。欧米追従的な内容である。 

応用研究・
開発 

× − ・特筆すべき活動・成果が見えていない。 

産業化 × − ・特筆すべき活動・成果が見えていない。 

韓国 

基礎研究  △ → 
・応用研究のニーズに引っ張られて基礎研究も進められている。 
・大学等の教育機関では、ライフサイクルマネジメントは課題となっ

ている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・情報技術を有効活用したプロダクト・ライフサイクルマネジメント

に関する取組みは積極的であり、応用的な研究は盛んである。 

産業化 ○ → ・ライフサイクルマネジメントを導入する活動は盛んである。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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 3) IEEE Std 15288™-2004, Adoption of ISO/IEC 15288:2002 Systems 

Engineering—System Life Cycle Processes 

 4) Corallo,Angelo ; Latino, Maria Elena ; Lazoi, Mariangela ; Lettera, Serena ; 

Marra,Manuela ; Verardi, Sabrina. Defining Product Lifecycle Management: A Journey 
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３.７.８ プロジェクトマネジメント 

（１）研究開発領域名 

プロジェクトマネジメント 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

科学の進歩が緩やかであった時代、日々の仕事には変化が少なく、繰り返しの作業が

多かった。しかし、現代社会は、科学技術の発展に伴い、めまぐるしく変化している。

そのため、システムを構築する際に過去の作業形態や作業手順が有効とは限らなくなっ

てきた。行政や企業においても、絶えず自らを変革し、価値あるシステムを顧客に提供

していくことが求められる。このような社会状況を背景に、私たちは、絶えず新しいシ

ステム構築にチャレンジしていくことが必要となっている。新しいシステムを構築する

場合は、日々の業務とは別にプロジェクトとして取り組む。プロジェクトは必ず新しい

何かを含んでいるため、過去に成功した方法を使えば成功するというものではない。未

経験な事態を前提に、新しいチャレンジが必要とされる。新規性と不確実性を伴うシス

テム構築を組織として成功に導いていくための一連の科学的方法とプロセスをまとめた

ものがプロジェクトマネジメントである。また、そのための科学的手法や関連する領域

を横断する、いわば目標達成のための統合的な方法論全般が研究領域となる。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

プロジェクトを確実に成功させるためには、科学的な計画の立案が重要となる。プロ

ジェクトに関する計画技法の始まりは、必ずしも定かではないが、近代のプロジェクト

マネジメントに関するツールには、ネットワークダイアグラムを用いて日程計算等を行

う PERT（Program Evaluation and Review Technique）や CPM（Critical Pass Method）、

プロジェクトの作業を統一的な価値の基準に置き換えて計画・管理していく技法として、

EVM（Earned Value Management）1)等が利用されている。これらは 1960 年代に開発

されたシステム科学技術であり、教科書にも取り上げられている。また、システム構築

プロジェクトを確実に成功させるためには、上記の技法だけでなく、組織としての取り

組みが重要であり、職業人としてのプロジェクトマネージャの存在が重要になる。この

ようなことを背景として、米国では 1969 年に、プロジェクトマネジメントに関する団

体として、PMI(Project Management Institute)が設立された。そして、様々な産業で

使える汎用的なプロジェクトマネジメントに関する知識体系として、1996 年に PMBOK

（Project Management Body of Knowledge）Guide2)が発行された。PMBOK Guide は、

4 年に一度更新され、最新の第 5 版では国際規格である ISO 21500 と同じく、プロジェ

クトマネジメントの知識エリアを、統合、スコープ、タイム、コスト、品質、人的資源、

コミュニケーション計画、リスク、調達、ステークホルダーとし、各知識エリアに分け

て記述している。 

欧州では、IPMA（International Project Management Association）が、ICB（IPMA 

Competence Baseline）と呼ばれる標準を発行しており、現在、約 50 ヶ国の PM 団体

が加盟している。英国では公共調達プロジェクトに用いる PM の標準として、Prince2

（PRojects IN Controlled Environments, version 2)の適用を OGC（英国商務局）が義

務付けている。また、BS 6079 は、英国の標準である British Standard の一つで、プ
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ロジェクトマネジメントに関する 3 部構成の標準となっており、主として建設系で利用

されることが多い 3)。 

日本では、1996 年の PMBOK Guide の発行をきっかけにプロジェクトマネジメント

への注目が高まり、1998 年から 1999 年にかけて、日本プロジェクトマネジメントフォ

ーラム（現、日本プロジェクトマネジメント協会）、PMI 東京支部、プロジェクトマネ

ジメント学会が相次いで設立された。プラントエンジニアリングや情報産業を中心に、

プロジェクトマネジメントへの取組みやプロジェクトマネージャの育成が活発化した。

また、2001 年には、P2M（プロジェクト&プログラムマネジメント標準ガイドブック）

が日本発のガイドとして発刊された。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

プロジェクトには、必ず各プロジェクト固有の新しい要素が含まれており、決められ

た手順で実施すれば成功が約束されるわけではない。そこで、少しでも確実にプロジェ

クトを成功させていくために、様々な産業分野で、プロジェクトに関する取り組みがな

されて来た。現代のプロジェクトマネジメントは、国防、プラントエンジニアリング、

宇宙開発などで生まれ、建設や情報分野など、日常的に多くのプロジェクトを実施して

いる産業分野で発達してきた。しかし、近年、社会の変化が激しくなり、より多くの分

野で日常的にプロジェクトに取り組むことが多くなっている。例えば、政府や地方公共

団体は多くのイベントを実施しており、それらの確実な実施のためにプロジェクトマネ

ジメントが必要となっている。また、JAXA では、ロケットの打ち上げから始まり、多

くの研究プロジェクトを抱えており、これらのプロジェクトの成功のために、プロジェ

クトマネジメントに取り組んでいる。 

このように、従来の産業分野やシステム構築だけでなく、科学技術研究なども、プロ

ジェクトとして取り組まれており、その研究プロジェクトの確実な成功のためには、プ

ロジェクトマネジメントの進展と啓蒙が必要となっている。 

科学技術や研究に関するプロジェクトは、土木や建設のプロジェクトに比べ、さらに

不確実性が強いという性質を持っている。このことから、従来のプロジェクトマネジメ

ントの枠組みだけでは不十分であり、科学技術研究のような不確実性の高いプロジェク

トに対しても効果が発揮できるプロジェクトマネジメントのあり方に関する研究が必要

である。これらの研究成果は、不確実性を内包するシステムの構築にも適用可能である。  

国や行政組織が行う科学技術研究プロジェクトは、税金によって実施されており、限

られた期間、予算、人員の中で、成功への精度を高めることが要求される。また、その

科学技術研究プロジェクトの成功率が国際競争において重要な要素となる。仮に、他国

に比べて科学技術研究プロジェクトの成功率が悪い場合は、まさに国際競争力そのもの

が低下することになる。このことから、行政としてもプロジェクトの成功率を上げるた

めに、プロジェクトマネジメントに取り組む時代に来ている。 

国や行政組織が行うプロジェクトは、研究開発だけではない。公共事業や情報システ

ムの調達もプロジェクトである。このような調達プロジェクトも、一つひとつ確実に効

率的に取り組まなければならない。そういう意味においても、行政としてプロジェクト

マネジメント技術の利用、そしてその知識のある人材の登用が必要不可欠である。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

プロジェクトには、新規性、個別性の問題があり、必ず計画の中に不確実性を伴う。

この不確実性への取り組みがプロジェクトの成否に大きく影響する。近年は、社会が大

規模化、複雑化するとともに、変化が激しくなり、関与するステークホルダーの多様化

と相まって、プロジェクトに含まれる不確実性も従来とは比較できないほど大きくなっ

ている。このことを含め、プロジェクトマネジメント領域では、以下の動向が予想され

る。 

1) プロジェクトの持つ不確実性へのマネジメントの確立 

プロジェクトの持つ不確実性については、主にリスクとして語られ、研究の重要な

エリアである。リスクの識別方法、リスク対策、プロジェクト期間を通したリスクマ

ネジメントプロセス等に関する研究が行われている 4)。また、今後は、システムが一

層大規模化、複雑化してくることが予想され、リスクに対する更なる取り組みや複雑

なシステム構築に適用できるプロジェクトマネジメントの研究が期待されている 5)。 

2) プロジェクトの見積り 

計画段階でプロジェクトの規模を可能な限り正確に見積もることは、プロジェクト

を成功させるために重要な要素である。建設、プラントエンジニアリング、情報シス

テム開発などのシステム構築では、それぞれの産業分野ごとに見積りのベストプラク

ティスが存在する。また見積りの手法としては、積算、過去プロジェクトデータから

の回帰予測などがある。IT プロジェクトでは、情報システムそのものの規模の計測

のために、プログラムコード数だけでなく、ファンクション・ポイント数などが使わ

れており、それらをどのように計測、予測するかの研究が数多くなされている。しか

し、システム構築の技術は、日進月歩を遂げているため、企業が独自にデータを蓄積

し、より適切な見積りができるように研究が進められている 6)。本課題においては、

今後もさらなるデータの蓄積と分析が必要である。 

3) スケジューリング 

プロジェクトのスケジューリングには、PERT 等の技法が用いられる。また、プ

ロジェクトマネジメントツールでは、具体的な人の割り当てを含めたスケジューリン

グの技法が既に広く用いられている。しかしながら、実際のプロジェクト現場では、

作業と、その作業を実施するために必要なスキルや技能とのマッチングを考慮しなけ

ればいけないという課題がある。また、システム構築では、途中で計画や設計を変更

しなければならないことがある。このような、プロジェクト途中での変更に迅速に対

応することも求められる。以上のことから、プロジェクトメンバーが保有するスキル

に基づくスケジューリングの在り方や、不確実性下でのスケジューリングについての

研究が期待されている。 

4) 国際規格 ISO 21500 に基づいたプロジェクトマネジメントの適用 

2012 年にプロジェクトマネジメントに関する新しく国際規格として ISO 21500 

が発行された。このことに伴い、今後は、国際的にも ISO 21500 に準拠したプロジ

ェクトマネジメントの推進が活発化することが予想され、日本も例外ではない。現代

社会はボーダレス化が進展しており、プロジェクトも国境を跨いで行われることが珍

しくない。このことから、国際標準に基づいたプロジェクトのあり方や、国際プロジ
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ェクトのマネジメントについての研究が期待される。また、ISO では既刊のプロジ

ェクトマネジメント規格に加え、複雑大規模なプロジェクトつまりプログラム、およ

びプロジェクトやプログラムのポートフォリオマネジメントの規格化を進めている。 

5) プロジェクト人材の育成 

行政や企業では、多くのシステム構築プロジェクトが日々実施されている。このこ

とから職業人としてのプロジェクトマネージャが不足している。そのため産業界から、

優秀なプロジェクトマネージャの育成に関する要望が大きい。また、プロジェクトの

成否が社会に与えるインパクトが大きいため、欧米では既に PM4K(Project 

Management for Kids)の名前で初等教育からプロジェクトマネジメントの知識と技

能の教育に取り組んでいる。この点に関し、日本は、大学においてもプロジェクトマ

ネジメントを教育しているところが少なく、大きく立ち遅れている。そのため、効果

的なプロジェクトマネジメント教育に関する研究が望まれている。 

6) パーソナル PM 

私たち社会を構成する一人ひとりは、自らの人生というプロジェクトを運営してい

る。個人が目標を立案し、達成するための方法論と、組織を対象とした従来のプロジ

ェクトマネジメントには多くの共通点といくつかの違いが存在する。そこで、個人の

プロジェクトを成功させるための方法論を確立しようという動きがある 7)。また、個

人として目標を達成し、充実した人生を送ることができる国民を多く持つ国は、組織

としてのプロジェクトマネジメントも卓越して運営できると考えられる。このような

視点から、パーソナル PM としての研究が期待されている。 

7) アジャイル・プロジェクトマネジメント 

システム構築プロジェクトには多様な種類があり、限られた予算、限られた期間で

運営される。そのため、本来やっておきたいマネジメント作業をフルに実行すること

はできない。そこで、求められる品質や要求事項に合わせて、プロジェクトマネジメ

ントの技法や質の水準をテーラリングして適用する。情報システム開発に代表される

ように、近年、プロジェクトに許される期間は、短縮し、かつ要求事項の変更は増大

している。このような環境の中、アジャイルな開発が注目されている。ここでいうア

ジャイルとは、「迅速な」「軽微な」という意味で用いられる。また、システム構築

の初期段階で完成時の仕様や見積りを確定するのではなく、プロジェクトをとりまく

状況の変化に応じて「育てる」「成長させる」というニュアンスで考えると理解しや

すい。このようなアジャイルな性質を強く持った開発や研究に適したプロジェクトマ

ネジメントの確立が望まれている。 

8) 契約に関する課題 

プロジェクトは不確実性の下で実施される。そのため、既に、製品として製造され

た物品の売買と異なり、契約行為そのものが難しい。このことから、プロジェクト契

約をめぐり発注者と受注者間でトラブルになるケースもある 8)。さらに、プロジェク

トの実施に伴い作成される成果物の著作権や特許権の扱いについても注意が必要で

ある。プロジェクトを円滑に運営していくためには、これらの問題について、トラブ

ルとならないような契約形態と社会的コンセンサスの形成が必要となる。 

また、欧米ではプロジェクトの品質向上や期間短縮を目指すため、アワード（報奨）
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やインセンティブを用いた多様な契約形態を利用して、発注者側、受注者側双方のモ

チベーション向上を図っている 9)。 

9) プロジェクトの評価 

プロジェクトの評価には多様な軸と尺度が必要であり、成功したか失敗したかにつ

いて単純に決定することはできない。このことから、従来より評価尺度に関する研究

が行われてきた。また、評価カテゴリー間の依存関係について、AHP(Analytic 

Hierarchy Process)やニューラルネットワークを用いた解析を行う研究もある 10)。今

後もシステムの複雑性が増すことから、引き続き適正な評価に関する研究が期待され

る。 

 

（６）キーワード 

不確実性のマネジメント、見積り、ソーシャル・プロジェクトマネジメント、パーソ

ナル・プロジェクトマネジメント、アジャイル・プロジェクトマネジメント、契約、評

価 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 

・企業を中心として、不確実性（リスク）への取り組み、プロジェク
ト人材への教育に関する研究等が行われている。  

・一方、大学におけるプロジェクトマネジメントの研究、授業、教員
数は、欧米に比べてかなり見劣りしている。 

応用研究・
開発 

△ → 

・プロジェクトマネジメントの国際標準化において、日本は重要な役
割を担ってきた。 

・ソーシャルプロジェクトやパーソナルプロジェクトなど、従来の企
業等の枠組みを超えたスケールのプロジェクトのあり方についての
研究が行われている。 

産業化 ○ → 

・建設、土木、プラントエンジニアリング、ITシステムインテグレー
ションなどに関わる企業は、プロジェクトマネジメントに積極的に
取り組み、ビジネスとして成功させてきた。この過程において、日
本は諸外国に比べ、一括請負や受託契約が多くなっている。このこ
とは、プロジェクトマネジメントのノウハウや人材が受託側企業に
集中していることを意味している。これには、良い面と悪い面があ
る。また、欧米では、モチベーション向上のために多様な契約形態
を用いているが、日本での取組みは大きく遅れている。 

米国 

基礎研究  ○ → 
・プロジェクトマネジメントに関する技術および知識体系の作成にお

いて世界をリードしてきた。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・連邦政府をはじめ行政がプロジェクトマネジメントに取り組み、調

達等に取り入れている。 

産業化 ◎ ↗ 

・職業人としてのプロジェクトマネージャは確立しており、企業も積
極的にその人材を活用している。プロジェクトマネジメントに関す
るPMP(Project Management Professional)資格取得に関するニー
ズも高い。 

欧州 

基礎研究 ◎ → ・IPMAを中心として研究と交流を深めている。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・IPMAを中心として研究と交流を深めている。建設をはじめ産業分

野での研究が積極的に行われている。 

産業化 ◎ → 

・プロジェクト調達において、多様な契約形態が存在し、プロジェク
トの特性に合わせて組み合わせている。これにより、プロジェクト
関係者のモチベーションを向上させ、プロジェクトの納期や品質の
向上に活用している。 
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中国 

基礎研究  △ → ・基礎的な研究については、あまり見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・中国では項目管理という名前で、プロジェクトマネジメントの教育
が積極的に行われている。また、関連する複数のプロジェクトをま
とめて管理するプログラムマネジメントは、多項目管理と呼ばれ、
同様に教育されている。 

産業化 ◎ ↗ 
・中国では、プロジェクトマネジメントのノウハウを十分に活用し、

産業の育成、国家プロジェクトを推進している。  

韓国 

基礎研究  △ → ・基礎的な研究については、あまり見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → 

・1992年に、韓国プロジェクトマネジメント協会 (Korean Project 
Management Association: KPMA)が設立されている。 

・PMP資格取得者の数は日本の約半数であり、総人口からすると日本
と似た状況にある。 

産業化 ○ → ・製品開発などへの活用が行われている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) 冨永章. 解説：アーンド・バリュー・マネジメント. プロジェクトマネジメント学会. 2003. 

 2) Project Management Institute Standards Committee. A Guide to The Project 

Management Body of Knowledge. Project Management Institute. 1996.  

 3) プロジェクトマネジメント学会 出版委員会 編著. プロジェクトマネジメント入門. プロ

ジェクトマネジメント学会. 2013. 

 4) 桑原希尽, 江崎和博. プロジェクトにおけるリスクマネジメントの研究に関する動向 . 情

報処理学会研究報告. 2014, vol.2014-IS-192, no.2. 

 5) 竹久友二. 複雑性マネジメントにおける PM コンピテンシーについて. プロジェクトマネ

ジメント学会秋季研究発表大会予稿集. 2011, p.76-80. 

 6) 渡辺浩世, 辻川直輝. 継続的な見積りプロセスの改善とその定量的効果について . プロジ

ェクトマネジメント学会誌. 2012, vol.14, no.3, p.14-19. 

 7) 冨永章 編著. パーソナル プロジェクトマネジメント. 日経 BP 社. 2011. 

 8) 市毛由美子. ソフトウェア開発をめぐる法律問題 - 紛争回避のためのポイント - . 情報処

理. 2014, vol.55 no.3, p.225-231.  

 9) 大久保隆, 持原眞理子. 米国政府調達における契約の種類とその実際 : コントラクト・マ

ネジメントの考慮点. プロジェクトマネジメント学会誌. 2002, vol.4, no.2, p.3-7. 

10) 本間利久, 房克哲, 山戸昭三. NN モデルにおける発見的方法によるプロジェクト評価カテ

ゴリー間の相互依存性解析. プロジェクトマネジメント学会 2012 年度春季研究発表大会

予稿集. 2012. 

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

401 

研
究
開
発
領
域 

シ
ス
テ
ム
構
築
方
法
論
区
分 

３.７.９ 品質マネジメント 

（１）研究開発領域名 

品質マネジメント（品質管理） 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムの構築・運営は、多くの人が働く組織によって行われる。このため、組織が

適切にマネジメントされていないと、どんなに良いシステム構築・運営の方法論を用い

ても期待する成果は得られない。品質マネジメントとは、顧客及び社会のニーズを満た

す製品・サービス・システムの提供と働く人々の満足を通した組織の長期的な成功を目

的とし、製品・サービスの開発・提供やシステムの構築・運営に関わる様々なプロセス

（インプットをアウトプットに変換する活動）の維持向上、改善及び革新を組織の全部

門・全階層の参加を得て科学的手法を駆使して行うことで、外部および内部の環境の変

化に適した効果的かつ効率的な組織運営を実現する活動である。なお、ここで言う品質

／質とは、関心の対象となるものが、顧客および社会の明示された、暗黙の、または潜

在しているニーズを満たす程度であり、高性能、高機能、高信頼性を必ずしも意味しな

い。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

品質マネジメントは、1924 年に W. A．Shewhart が管理図を考案したことから始ま

った。統計学を使って品質の維持向上・改善を行うところから、統計的品質管理

（Statistical Quality Control，略して SQC）と呼ばれた。SQC は第 2 次世界大戦中に

米国や欧州で活用され、大きな成果をあげるとともに、理論化・体系化が進んだ。これ

が戦後に日本に紹介され、多くの企業が自社の製品競争力を強化するためにその活用・

実践に取り組んだ。そのような中、産学連携を通して PDCA サイクル、方針管理、QC

サークル、改善の手順、QC 七つ道具、工程能力指数などの原則・活動・手法が生まれ、

組織運営の方法論として発展していった。1970 年代に入ると、品質マネジメントは、製

品の製造だけでなく、製品の設計・開発にも適用されるようになり、品質機能展開、信

頼性・保全性、品質保証体系などに関する研究が進んだ。また、1980 年代には、ソフト

ウェア開発やエネルギー分野への適用が進むと同時に、欧米やアジア諸国から組織運営

の有効な方法論として注目され、多くの研究者・実務家が調査のために日本を訪れ、世

界中に普及した。さらに、これらの国々では、1990 年代に入ると、品質マネジメントが

医療、教育、運輸、金融、行政などの社会システムの分野で活用・実践されるようにな

り、当該分野に適した活動・手法が研究されるようになった。日本でもこれらの動きを

受けて、同様の取り組みが行われている。このような発展の経緯を踏まえると、品質マ

ネジメントの研究領域およびその動向を概括する場合には、a)SQC、b)品質を中核とし

た組織運営のための原則・活動・手法、c)適用領域の拡大に応じた方法論の拡張、の 3

つに分けて捉えるのが適切である。 

品質マネジメントの原点である SQC（項目 a）については、ppm レベルの管理が求め

られるようになった、計測装置やコンピュータの発達により多量のデータを自動的に収

集することができるようになった、顧客ニーズの多様化に伴って品種の切り替えが頻繁
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に行われるようになったなどの製造工程の変化に伴い、累積和管理図、多変量管理図、

回帰残差管理図などの研究が行われている 1)。また、複雑で広範なプロセスやシステム

の因果関係の解析が求められるとともに、膨大な量の多次元データが利用できるように

なったことで、グラフィカルモデリングやパス解析などの手法、機械学習などのデータ

駆動型の手法の適用・研究が進んでいる 2)。さらに、実験計画法から発展し、安定設計

の方法として広く活用されるようになった品質工学については、様々な場面における適

用の難しさを克服するための具体的な手順の開発、より少ない実験数で精度のよい結果

を得るための計画の提案、実務的に提案されている方法の理論化、応答曲面法・最適化

手法との融合などの研究が活発に行われている 3)。他方、価値提供の下流および上流域

では、市場における故障・トラブルの発生状況や製品・システムの使用・運用状況、顧

客の購買行動や意見・発言に関するデータの量・内容が、情報技術の活用により飛躍的

に増大・変化する中で、これらを用いて信頼性の推定やトラブル予測を簡単に精度良く

行うための手法、データの形態に適した顧客行動のモデル化やニーズの解析を行うため

の手法の研究が活発に行われている 4, 5)。 

品質を中核とした組織運営（項目 b）は品質マネジメントの最も主要な研究領域であ

る。組織運営のための原則については、1960～70 年代に内容が固まった。研究者によ

って色々な整理がされているが、顧客第一、プロセス重視、PDCA サイクル、再発防止、

未然防止、重点志向、事実に基づく管理、全員参加、人間性尊重など、10～20 個にまと

めているものが多い。ただし、組織の規模が大きくなるにつれてこれらの原則をどうや

って浸透させるかが大きな課題となっており、そのための方法が研究・実践されている。

他方、活動については、大きく、方針管理、日常管理、小集団改善活動、品質管理教育、

プロセス保証、新製品開発管理などに分けられるが、それぞれをどう実践するのがよい

かが組織の状況に大きく依存するため、組織の状況の変化に応じて新たな方法が研究さ

れている。また、これらの活動を支援するための手法についても、数多くの提案がなさ

れている。 

例えば、方針管理については、方針（課題、目標、方策）の策定、組織階層に沿った

展開・実施、期末の反省という基本的な枠組みは 1960～70 年代に日本で確立されたも

のの、米国やアジア諸国を中心に、管理指標の系統的な生成、事業戦略の立案・展開と

の融合などが研究・実践されている 6, 7)。また、日常管理については、標準に基づく作

業の実施と管理項目による異常の検出・処置という基本は変わらないものの、標準にお

ける動画・静止画の活用、4M（Man、Machine、Material、Method）の変化点の管理、

意図しない人的エラーや意図的な不遵守などの人に起因するリスク抽出と対策生成、力

量・スキルの評価と教育・訓練、効果的な内部監査などの方法がそのための支援ツール

とともに研究・実践されている 8-10)。さらに、小集団改善活動については、1960 年代に

日本で生まれた QC サークル活動をベースとしながら、1990 年代に米国において非製造

職場に適した横断型・非継続型のチーム改善活動が開発され、現在は世界中で両者を併

用する形での実践が行われている 11)。また、小集団改善活動の実践を支える改善の手順

についても、問題・課題のタイプによって複数の手順が考案され、それらと組み合わせ

て使用できる手法や手法のパッケージ化に関する研究も進んでいる 12)。方針管理、日常

管理、小集団改善活動などを支える人材を育成するための品質管理教育については、階
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層別分野別教育体系、教育効果の定量的な把握の視点からの研究・実践が行われてい

る 13)。 

プロセス保証については、在庫ゼロを目指した生産方式の普及や安全・安心に対する

関心の高まりを受け、100%保証が求められるようになった。このため、プロセス、FMEA 

QA ネットワーク、良品条件の明確化など、トラブル・事故の未然防止を目指した方法・

手法が研究・実践されている 14, 15)。また、新製品開発管理については、顧客のニーズを

満たすために不可欠な技術の特定とその開発のための方法・手法（品質機能展開や品質

工学の活用など）、既存の固有技術や過去の知見を着実に設計に活かすための方法・手

法（デザインレビューや設計の標準化など）、顧客のニーズに合った製品・サービス・

システムを企画するための方法・手法（顧客の声の収集・分析や顧客満足度調査など）、

これらを有機的に結びつけ有効な新製品開発体系として機能させるための方法・手法（コ

ンカレント開発、品質情報システムなど）が研究・実践されており、このような中から

高い顧客価値を持った製品・サービス・システムが生み出されている 16, 17)。 

組織運営のための原則・活動・手法については、どんなに個々の要素のレベルが高く

てもそれらが密接に関連づけられていなければ全体として大きな成果は得られない。こ

のため、品質賞、マネジメントシステム認証、自己評価などの視点から、総合的な組織

運営に関するモデル化や推進方法の研究・実践が行われている 18)。なお、これらの研究・

実践では、狭い意味の品質だけでなく、環境、量・納期、コスト、安全などの他の経営

要素に着目して、あるいはそれらの統合を目指して行われているものも多い。  

適用領域の拡大にともなう方法論の拡張（項目 c）については、1970～90 年代に米国

や日本を中心にソフトウェア開発の分野に関する研究・実践がソフトウェア工学と密接

に関連しながら進んだ。ソフトウェアは論理の集合体であり、目に見えない、物理的な

連続性がないなどの特徴を持つため、設計・文書化や検証・妥当性確認のための技法、

信頼性評価や再利用のためのモデルなどが研究されている 19)。また、これに加えて、ソ

フトウェアを含めた製品・サービス・システムの開発は一般にプロジェクトによって行

われるため、工数予測や人的資源管理などのプロジェクトマネジメントの方法が研究さ

れている。さらに、ソフトウェアやハードウェアを含む複合的なシステムについては、

ニーズの変化に伴って適時に機能拡張を行うこと、これに伴って生じるコンフィギュレ

ーションの管理を確実に行うこと、運用時の保守や使用終了後の廃棄・回収を考えるこ

となどが必要であり、システムのライフサイクルを考え、各段階に応じた適切な対応を

行うライフサイクルマネジメントの方法が研究されている。これらについては、組織全

体の運営を取り扱う品質マネジメントと連携を保ちながら、それぞれ独自の研究領域が

形成されている。 

医療・福祉の分野においては、1990 年代より米国を中心に事故防止・患者満足度向上

を目指して品質マネジメントの活用が進んだ。患者・利用者の状態が一人一人異なるた

めに標準化が進んでいないとともに、人による作業が中心のため人的エラーの防止が重

要な課題となる。これらを受けて、プロセスの標準化やエラー防止に関する方法・手法

が活発に研究・実践されている 20)。また、医療機関・福祉施設の状況に適した品質マネ

ジメントのモデルや手法のパッケージ化も研究されている。また、教育の分野での活用

については、1990 年代より米国・欧州・アジア諸国において研究・実践がなされ、小集
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団改善活動を生徒の学習意欲・能力の向上に役立てる取り組みも行われている 21)。エネ

ルギー、運輸、金融、行政などの分野における活用も進んでいる 22)。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

1) 多くの日本企業がグローバル展開を行っており、従業員の中の非日本人の割合が増え

ている。また、高年齢化と生産人口の減少にともない、高齢者や女性の活躍が期待さ

れている。言語・文化・考え方が異なる人が働く組織において、価値観を共有し、組

織力と働く人の満足を高める方法の研究・実践が求められている。 

2) 開発期間の短期化が求められる中、ばらつきを考慮した設計、シミュレーションによ

る評価、トラブル予測などを設計・開発プロセスの中に総合的に組み入れ、複数の組

織が密接に連携を図りながら効果的・効率的に設計・開発を行うことができる方法が

求められている。 

3) IT の活用により製造工程や市場で得られるデータが量的に増大する中で、これらに

適した解析手法の研究・開発が求められている。また、社会の発展により顧客・社会

のニーズが多様化する中で、潜在ニーズを把握し、これを満たす製品・サービス・シ

ステムを企画するための手法の研究・開発が求められている。 

4) 製品・サービス・システムにおいてソフトウェアや情報の果たす役割が大きくなって

おり、これらの信頼性を保証する方法が求められている。また、製品・サービスの開

発・提供やシステムの構築・運営において人が果たす役割が大きくなっており、意図

しないエラーや意図的な不遵守を防ぐ方法が求められている。 

5) 社会システムが複雑化し、安全・安心への関心が高まるにつれ、エネルギー、医療・

福祉、運輸、金融などの分野で品質マネジメントの必要性が着目されており、各分野

に適した実践の方法が求められている。特に、法的規制と事業者の自律的な取り組み

をどう連係させるかは重要な課題となっている。 

6) 教育分野における品質マネジメントを活用した教育・学習の質の向上、そのための方

法の研究・実践が求められている。特に、初等・中等教育において品質マネジメント

の考え方・手法を教育カリキュラムに組み込み、学ぶ力や生きる力を持った生徒を育

てる方法の研究・実践が重要な課題となっている。 

7) 地球温暖化などの環境問題がクローズアップされ、持続的成長が重要な課題となるに

つれ、組織の環境への取り組みを加速するために品質マネジメントを活用すること、

そのための方法を研究・実践することが求められている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

品質マネジメントは、組織運営のための方法論であり、各産業分野のリーダーと見な

される組織が大学の研究者やコンサルタントと協力しながら個別に研究・実践を進めて

いる。これは、社会システム分野（エネルギー、医療・福祉、運輸、金融などの分野）

でも同様である。 

また、これに加えて、日本品質管理学会、American Society for Quality、日本科学技

術連盟、日本規格協会など、品質マネジメントを専門とする学会・協会では、複数の組

織・研究者が協力して研究を行っている。 例えば、日本品質管理学会の現地現物研究会
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では、産と学が定期的に会合を開き、自工程完結のためのマネジメント手法の構築、SQC

と品質工学の融合による問題解決ストーリーの構築などを行っている。また、グローバ

ル品質教育研究会では、海外拠点における品質教育の標準的なプログラムを開発してい

る。日本科学技術連盟では、ソフトウェア品質に関する研究会を組織しているほか 19)、

各地域の企業・組織と協力し、小集団改善活動の普及を行っている。日本規格協会では、

品質工学に関する研究会を継続的に行うとともに、JIS 規格の発行や ISO 規格の審議、

品質管理検定の企画・運営を通じて品質管理の普及を行っている。 

さらに、欧州やアジアでは、European Organization for Quality や Asian Network for 

Quality を中心にして、それぞれの地域において品質マネジメントの普及・推進を行っ

ている複数の学会・協会の間の連携も図られている。また、Deming 賞や MB 賞（Malcom 

Baldrige National Quality Award）などの品質賞、ISO 規格に基づくマネジメントシス

テム認証制度なども個々の組織の取り組みを加速する上で役立っている。Deming 賞や

MB 賞の受賞報告講演要旨集を見ると、様々な業種・業態の組織が賞への挑戦の過程を

通じて、顧客・社会のニーズや各組織の経営環境に適した品質マネジメントを工夫・実

践し、顕著な成果をあげていることがわかる。 

このような中から、(4)で示した課題を克服するために、(3)で述べたような新たな知見

や技術が着実に生み出されている。 

政府等が経済的に支援し、複数の組織・研究者が連携して推進する大規模プロジェク

トは少ないが、米国における医療・福祉分野の National Demonstration Program、MB

賞教育部門の創設などは、当該分野における研究・実践の進展に大きく寄与したものと

して特筆すべきものである。 

 

（６）キーワード 

顧客ニーズ、プロセス、PDCA サイクル、未然防止、全員参加、方針管理、小集団（チ

ーム）改善活動、品質保証、品質賞、マネジメントシステム認証 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 
・国際比較研究16)や手法の基礎となるモデル・理論の研究などが行わ

れている。 

応用研究・
開発 

○ → 
・品質工学やグラフィカルモデリング 3)、設計・開発プロセスの管理

や人に起因するトラブルの防止の手法9, 17)、医療・福祉分野に適し
た手法20)などの研究が行われている。 

産業化 ◎ → 

・自動車産業等では継続的に研究・実践が行われており、世界的に高
いレベルにある。 

・社会システムの分野、特に教育や行政の分野では研究・実践が遅れ
ている。 

米国 

基礎研究  △ → ・応用研究が中心であり、基礎研究はほとんど見当たらない。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・品質工学やQFDのほか5)、Six Sigma等の小集団改善活動 11)、BSC

等のメトリックスに着目した研究 6)、品質マネジメント活動のモデ
ル化に関する研究が行われている。 

産業化 ◎ ↗ 
・MB賞受賞企業等に見られるように、高いレベルにある。 
・社会システム分野、特に、医療・福祉や教育の分野の研究・実践は

トップレベル13, 21)。 

欧州 

基礎研究 △ → ・応用研究が中心であり、基礎研究はほとんど見当たらない。 

応用研究・
開発 

○ → 
・サービス業を含めた広い分野で品質マネジメントを実践するための

方法が研究されている。ISOマネジメントシステム認証の活用に関
する研究も見られる18)。 

産業化 ○ → ・欧州品質賞受賞企業等に見られるように、高いレベルにある。 

中国 

基礎研究  △ → ・SQCなどの研究が行われている。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
・SQCの研究が中心であるが、品質マネジメントの組織での実践を促

進することを目指した研究も見られる12)。 

産業化 △ ↗ 
・日本企業の関連企業がDeming賞を受賞するなど、少しずつ成果が

出始めている。 

韓国 

基礎研究  △ → ・手法の基礎となるモデル・理論などの研究が行われている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・方針管理やリスクマネジメント 7)、新製品開発や調達管理、顧客満

足などに関する研究、実践研究や成功事例に着目した研究が行われ
ている。 

産業化 ○ → ・国際的な品質賞を受賞した企業や組織はない。 

イン
ド他 

基礎研究  △ → ・応用研究が中心であり、基礎研究はほとんど見当たらない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・製造業に限らず、運輸、教育、行政などを含む様々な分野で品質マ

ネジメントを実践するための方法が研究されている 22)。 

産業化 ◎ ↗ 

・インドやタイではDeming賞受賞企業も多い。これらの企業は世界
的にトップレベル。 

・インド、タイ、マレーシア、シンガポール等では社会システム分野
でも活発な研究・実践が行われている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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